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必要な情報をどのように見つけ出し、提供するか。この古くて新しい問題は、インターネットの出

現によって再び大きく取り上げられつつある。インターネットの登場はアクセス可能な情報を大きく

増大させるのに貢献する一方、アクセス可能な情報の増大は情報の発見を一層難しくしている。電

子図書館はそれに対する新たな解としてその可能性を期待され、様々なプロトタイプが用意されつ

つある。しかしながら既存の電子図書館は既存の図書館の延長線上に位置しており、インターネッ

トをその存在の前提としたときに生じる様々な利点を生かせず、また同様に出現する様々な問題を

解決できないことが多い。コンテンツが分散して存在するというインターネットにおける基本的な前

提を置いた場合に、これまでの図書館のように、一箇所に資料が集中的に存在するのではなく、分

散された資料を統一的に扱うための新たなモデルが必要であり、また複数の電子図書館が連携し

て情報を提供できるようなモデルが必要とされている。 
 

本研究では、そのような背景から、新たな電子図書館のモデルを提案し、実装した。本研究にお

ける電子図書館は、書誌そのものを電子化し保存する機能、書誌に関するメタデータおよびインデ

クスを持ち与える機能、利用者に対して情報を提供する機能の三点からなり、それぞれは独立して

機能しながらも、利用者にとって連携して情報の発見と入手を支援することができるように設計され

ている。 
このモデルを適用することによって、インターネット上に存在している情報を、より容易に発見し、

共有することができるようになった。また、個人や学術組織によってこれまで様々な形で行われてい

た情報を整理し提供するサービスを、電子図書館の一部分として利用することが可能となった。 
 
また本研究では、このモデルの実効性を示すため、上記モデルに基いたインターネットの発達

史に関する電子図書館のプロトタイプを構築した。このプロトタイプは、筆者らのグループが収集し

てきたインターネットの発達のプロセスに関する事象や資料を、このサブジェクト専門の電子図書

館として公開することを目的としたものである。この実装を通して、電子図書館を公開することの現

実的な可能性と、その有効性が検証された。 
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第1章  序論 

 
Information is a basic human need, and civilization advances when people are 

 able to apply the right information at the right time.  
―― Edward Fox, 1998 

1.1. 本研究の概要 
 
文字の発明、活版印刷の発明、様々なメディアの発達を経て、ヴァネバー・ブッシュ、そして

テッド・ネルソンがhypertextを提案するにいたるまで、情報を広く共有することは、知の可能性

を広げるもの、あるいは知の可能性そのものとして、様々な困難と戦いながらも、人類の大きな

目標とされてきた。ティム・バーナーズ・リーによる WWW の発明とそれに呼応するインターネッ

トの爆発的な普及によって、人類はその目標へ向かって大きく前進したかに見える。情報はい

まや電子ネットワーク上に無数に存在し、そして人類はそうした情報へアクセスするための手段

を整えつつあるからだ。 
情報はこれまで、本や雑誌といった物理的な媒体によって伝達されてきた。その共有のため

に伝統的に用意されてきた機能が図書館である。図書館は、「図書、記録、その他の必要な資

料を収集し、整理し、保存して、一般大衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクレーション

等に資することを目的とする施設」（図書館法第 2 条）と定義される。つまり、情報の複製を整理

して収蔵し、公共の用に供するというのが、伝統的な図書館の役割であった。 
情報を広く集め、共有しようという際には、欲しい情報をどのように効率的に発見するか、とい

う問題が必ずついてまわる。情報の集積と普及のためのセンターという定義ゆえに、どう情報を

整理し、検索を容易にするかという点に対して、図書館は様々な取り組みを行ってきた。資料の

目録をカードにして提供する仕組み、分類を与えて整理するための枠組みの構築などは、ある

図書館が収蔵する資料に、利用者がどのようにアクセスをするかについての試みの例である。 
インターネット上でも、利用者が欲しい情報にアクセスするための手段として、一般にサーチ

エンジンと呼ばれる検索エンジンや web サイトのディレクトリなどのサービスが用意され、様々な

方法で情報へ利用者を導くための仕組みが用意されている。特に全文検索のサービスは、提

供される情報の内容そのものに対して利用者の欲しい情報の有無が確認できるという、これま

での図書館では不可能だったサービスであり、利用者に対して高い便益を提供している。 
利用者が求める情報に対してアクセスする手段として考えれば、図書館と、検索エンジンの

目的には大きな差はない。そして、インターネット上の情報は、物理的な制約をほとんど受けな

い。インターネットは世界のどこからでもアクセスができ、24 時間アクセスが可能であり、そして

無限に情報を分散して蓄えることができる。情報が電子化され、ネットワークの上に置かれること
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によって、様々な利用が可能となる。その一方で図書館は、実際にそこに行く必要があるため

に、ある一定の範囲においてしか機能し得ないという地理的な制約、ある一定の時間しか開い

ていないという時間的な制約、そして設備の大きさの問題からある一定量の情報しか保存する

ことができないという空間的な制約などから自由でいられない。 
このように考えると、インターネットを一つの大きな図書館として捉え、これまでの図書館が本

来の目的に照らしていかに貧弱な機能しか提供できなかったかというところに思い至る声がある

のはある意味当然だ。一見、全文検索エンジンなどの登場は、既存の図書館を置き換えるもの

であるようにさえ見える。 
しかしながら、これまでの図書館の機能が、インターネットとサーチエンジンの出現によって

すべて置き換えられると考えるのは、安易である。それは、図書館は、少なくともこれまでの検索

エンジンによって置き換えらない機能を持っているからである。その一つは、情報を整理し分類

するという機能。そしてもう一つは、資料を保存するという機能である。 
情報を自ら発見し、整理して保存することは、図書館の大きな機能であった。これは、サーチ

エンジンがインターネット上に存在する情報に対するポインタを与えるだけであるため、サーチ

エンジンで置き換えることはできない。生み出された情報を集めるのがサーチエンジンの役割

であり、自ら情報を発信し、あるいは持つことは役割ではないからである。また同時に、適切な

情報の欠如が、インターネット上の情報の検索を難しくしているという問題を無視することはでき

ない。分類情報や様々な書誌に関する情報は、全文が存在しても必要性は損なわれない。 
様々な情報についての情報を持ち、資料を整理することは、資料に対する図書館の役割とし

て無視することはできない。ディレクトリ型の検索サービスにおいて、リソースに対するコメントが

ついているケースもあるが、検索エンジンごとに形式は異なる。また内容についての短いコメン

ト以外に、資料に関する情報が付されているケースは少なく、これまでの図書館の資料に対し

て可能であった著者別の検索などを行うことはできない。全文検索のエンジンには、インターネ

ット上に存在するすべての情報を対象としているため、図書館の利用者のようにある特定の分

野の情報を探すという使い方をする際に、不必要な情報が多すぎて必要な情報になかなかた

どり着けないという問題もある。 
 

こうした問題に対応し、利用者に対して求める情報を適切に発見し、提供することを目的とし

て提案されているのが電子図書館(Digital Library)である。電子図書館は、 “ a managed 
collection of digital objects (content) and services (mechanisms) associated with the 
storage, discovery, retrieval, and preservation of those objects” (太字は原著) 
[Lagoze,2000]と定義される。直訳すれば「電子オブジェクトの保存、発見、検索、保存に関す

る電子的なオブジェクトとサービスの、管理された集合」であるが、電子図書館は、図書館の持

つ様々な機能をインターネット上に実現し、その本来の目的である「資料を収集し、整理し、保

存して、一般大衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクレーション等に資すること」を果たそ

うという試みということができるだろう。電子図書館は既に様々な試みが内外で始まっているが、

その多くは既存の図書館を電子化する形で、既存の図書館の延長線上に位置づけられるもの

が主である。図書館がこれまで、電子目録の整備、検索システムの公開など、デジタルテクノロ

ジを利用してその機能を拡張しようとしてきたことを考えると、その延長線上に、上述したような

様々な電子化の利点を生かして、図書館をより本来の目的に対して一致させられるような試み

が現れることは、想像に難くない。また、少しづつながらも一定の成果も認められつつある。 
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しかしながら、これまで述べてきたようなインターネット上の情報の利点を生かしながら、これ

までの図書館が持つ機能を有効に活用するため、つまり双方の利点を生かすためには、様々

な電子図書館が単なるこれまでの図書館の機能を電子的に拡張するにとどまってはならない。

電子図書館は、インターネット上の検索エンジンなどのさまざまな利点を融合させた形で発展

する必要がある。 
 
まず、そうして融合させる際には、インターネット上の情報のもつ前提と、これまでの図書館が

もっていた前提の違いを意識していかなければならない。図書館に収蔵される情報と、インター

ネット上に存在する情報は、次のように異なっているからである。すなわち、 
 
1. 資料そのものの違い 
 

・ 図書館が持つ資料は、その図書館内一点に集中し、その量に物理的な上限が存

在するのに対し、インターネットの性質上情報は分散しており、無限に存在するこ

とができる。 
・ 図書館の資料そのものは物理的に存在しているため、その内容を遠隔地で電子

的に受け取ることはできないのに対して、インターネットでは資料本体をどこから

でも受け取ることができる。 
 
2. 資料についての情報の違い 

 
・ 図書館に存在する資料については整理され、ある程度共有された方法に基づい

て分類されているのに対して、インターネット上の検索エンジンでは特定の方法で

分類や整理がされておらず、またすべての資料を整理することはできない。 
・ 図書館の資料は書誌に関する情報を付された状態で保存されているのに対し

て、インターネット上の資料の多くはその資料自体に対する情報をもたない。 
 

3. デジタル情報とアナログ情報の違い 
 

・ 図書館に存在する資料はアナログメディアが中心であるが、インターネット上の情

報はデジタル情報であり、デジタル情報の持つ特長を生かすことができる。 
・ たとえば図書館の資料は内容そのものに対して検索することなどができないのに

対して、インターネット上の資料は電子化された文字情報であれば、含んでいる

内容に対して検索を行うことができる。 
・ 図書館における資料は文字･図･表を中心とするのに対して、インターネット上の

情報は様々なメディア、あるいは組み合わせの形態で存在している。 
このように考えると、電子図書館がその本来の機能を実現できるようになるためには、まず、

基本的な機能として、次のような要求を与えられるといってよいだろう。 
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1. 電子図書館はネットワーク上に存在する情報と、自館が収蔵する情報を分け隔てなく扱

える必要がある。 
2. 電子図書館には、情報を整理する機能が必要であり、また整理した情報を共有すること

ができるようになる必要がある。 
3. 電子図書館はデジタル情報情報を有効に扱える必要がある。 

 
利用者が最終的にアクセスしようとしているのは求めている情報であり、それがその図書館に

収蔵されているか、あるいはインターネット上に存在しているかということは、利用者にとっては

重要ではない。電子図書館は、上記のような前提から、インターネット上に存在する情報すべて

に対しても、同様にその情報を提供できるようになる必要がある。 
 しかしながら、世界中に分散するすべての情報を一箇所で把握することは不可能である。さま

ざまな場所で行われている情報を整理するための作業を、共有できるための枠組みを用意す

ることが求められている。そうした情報を共有して利用者に提供するための枠組みがあれば、イ

ンターネット上に分散したさまざまな図書館が共同して、総体として利用者に情報を提供するこ

とができるようになるからだ。 
電子図書館は、世界に一館のみ存在しているわけではなく、またそうした形で存在すると考

えるのは正しくない。様々な場所に分散した電子図書館や情報サービスが共同して利用者に

対して情報を提供するというのが、電子図書館のあり方として考えるべきだろう。 
これまでの図書館は、一部の例外を除いてはある程度の総合性が求められてきた。特に公

共の図書館において顕著であるこの傾向は、幅広い利用者に対して、一館でなるべくさまざま

な利用者の希望に添うことを目的としていたからであり、図書館が地域を基盤として、地域にお

ける情報の中心として位置づけられてきたからである。しかし、電子図書館ではそのような前提

に縛られない。「この件に関してだけは専門的な知識を含めて網羅している」、といった形の独

自性を出した形で情報を収集して公開していく「狭く深い」電子図書館も、共同する電子図書

館の一部として、その重要性を発揮できるだろう。 
 
また、そうした電子図書館の共同は、電子図書館相互の共同にとどまる必要はない。これま

での電子図書館の定義には入れられてこなかったが、インターネット上では様々な情報を提供

するサービスや、資料を電子化して公開することを目的するサイトが数多く開かれている。著作

権の保護期間が終了した文学作品を公開する活動や、貴重書を電子化して公開するサイト、

大学が収蔵している歴史的な資料を電子化しデータベースとして公開しているもの、過去の雑

誌記事を公開している出版社のサイト、白書などを公開している官公庁のサイトなどが、これに

あたる。こうした活動は、それ自体価値があるものとして評価することができるが、現状ではそれ

ぞれが独立して情報を提供しており、検索のサービスなども、独自の方法で行われている。また

全文検索エンジン、ディレクトリ・サービス、個人のリンク集など、こうして公開されている情報を

分類して整理し、利用者へ提供するさまざまなサービスも、インターネット上で展開されている。 
こうした図書館内外で行われている様々な試みを、電子図書館と共同させ、より有効に役割

を分担しながら、総体として情報の検索や発見に有効な環境を創造していくことが望まれる。 
 

4 



本研究では、こうした背景を受け、電子図書館のありかたの一つとして、電子図書館同士や

さまざまな情報サービスが共同して、利用者の情報の発見と情報の入手を支援することができ

るような電子図書館のモデルを提案する。 
このモデルは電子図書館を、次の 3 つの代替可能な機能にそれぞれ分けるものである。 

・ 文書を電子化し、保存し、公開する機能 
・ 書誌情報を保存し、検索のサービスを提供する機能 
・ それらに基づいて、利用者に対して情報の表示を行う機能 

このモデルは、それぞれの実装に高い自由度を残しつつも、提供するサービスの大まかな仕

様を定義している。このモデルによって定められた仕様に基づいて、さまざまな機関や個人が

情報を公開したり、情報を整理する試みを行ったりすることによって、さまざまな場所で行われ

ている情報の提供の試みを統合することができるようになる。 
また本論文では、このモデルに従った電子図書館の一つの例として、インターネットの発達

史に関する電子図書館を構築した。この電子図書館は、筆者たちのグループがこれまで収集

してきた日本のインターネット史に関する様々な出来事や資料を公開するために構築されたも

のである。この実装を通して、このモデルに基づいた電子図書館の構築はどのようにして可能

であるか、そしてどのような問題が存在するか、といった点が実証され、またこのモデルがどのよ

うに働くのか、という点が検証された。 
電子図書館はそれぞれ異なった目的のために作られる。目的に応じて、その持つ資料に対

する要求も異なる。ある電子図書館が持つ情報と、他の電子図書館が持つ情報は、その資料

そのものにおいても、その資料に関するデータも、異なったものになるのは当然のである。しか

し、共通の基盤の上にのるものとして存在しなければ情報の発見と検索が難しくなる。このトレ

ードオフをどのように扱うかに関しても、またこの実装を通して検討された。 
 
本研究は、インターネット上での情報の発見を容易にするために、さまざまな情報提供サー

ビスを電子図書館に統合するモデルを提案するものである。共通の枠組みを持ち、それを共有

するための仕組みを作ることによって、インターネットの上に情報を発行して共有しようという主

体、出版された資料を整理して提供しようという主体を、情報を求める利用者により密接に結び

つけられるようになるからだ。 
情報が氾濫したがゆえに、結局欲しい情報へいつまでたってもたどり着けないという状況に、

現在わたしたちは置かれている。本稿がこの一種逆説的な状態を少しでも和らげることの一助

となれば、というのが筆者の願いである。 
 

1.2. 本論文の構成 
 
 本論文は、まず 2 章において現在電子図書館に関する研究を概観し、課題とされている問題

とさまざまな実例について触れ、本研究の位置を明確にする。つづいて 3 章で本研究において

最終的に構築する電子図書館の新しいモデルの定義を明らかにし、必要な電子図書館の設

計を行う。4 章では、本研究において構築する電子図書館のテーマとなる、インターネット史に

ついて触れ、本研究の題材となった本プロジェクトが収集してきた資料や、そうした資料を公開

する際に必要となる視点から、電子図書館に対する要求をあげ、それが本電子図書館のモデ
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ルでいかに実現可能かという点について触れる。５章では実際に実現した電子図書館の実装

の詳細について触れ、その実装の概要を紹介する。6 章では評価を行い、今回の実装が要求

に対して満足であったかどうかについて触れる。7 章では結論として本論文を総括し、今後の研

究の方向性について述べる。 
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第2章 電子図書館 

 
内外では電子図書館をテーマとする多様なプロジェクトが進行中である。電子図書館に必要

な情報技術の開発に関する分野と、図書館研究に関する分野双方の協力の中で、新たな電子

図書館の像を模索しているというのが現状だ。本章では、こうしたプロジェクトを概観し、現在行

われている研究の主なテーマを挙げることで、この分野に関する問題を明らかにし、本研究が

どのように位置づけられるかを検討する。実際の電子図書館の例と共に、電子図書館の機能を

部分的に担っていると位置づけることができるインターネット上の情報提供サービスに関しても

現状を報告する。 

2.1. 電子図書館とは 
 

Cornell 大学の電子図書館研究グループは、2000 年 2 月の論文” The Cornell Digital 
Library Research Group: Architectures and Policies for Distributed Digital 
Libraries”において、電子図書館を 
“A digital library is a managed collection of digital objects (content) and services 
(mechanisms) associated with the storage, discovery, retrieval, and preservation of 
those objects” (太字は原著)と定義している[Lagoze,2000]。「電子オブジェクトの保存、発

見、検索、保存に関する電子的なオブジェクトとサービスの、管理された集合」と訳することがで

きるだろう。他の論文においても、多くはこの定義に似た定義を用いている。本研究において

も、電子図書館について同様の定義を与えることとしたい。 
 

上記の定義で特に managed という部分が太字にされているのは、この｢管理する｣ということ

が、電子図書館において重要な機能を持っていると理解されているからである。同論文はこの

「管理(management)」には次のように 3 点の意味があるとしている。 
 

1. It begins with selection of the digital objects that are constituents of the 
collections from which the library is composed. These objects are selected 
from a global information space (e.g., the set of all published books, or the 
set of all digital objects on the World Wide Web), and become constituents of 
the library collections based on criteria applied by collection managers 
(which may be human, automated, or some hybrid).  

2. Management also entails the definition of the services included in the digital 
library. Some common examples of services are indexing, which allows 
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discovery of content in the collections; preservation, which assures longevity 
of the objects in the collections; and awareness, which alerts users to 
changes in the collections.  

3. Finally, management includes the development and enforcement of policies 
for tasks such as controlling access to collection contents and preserving 
items in the collection.  

 
このように、電子図書館においては資料の選択、保存、そして書誌に関する情報の整理、利

用者への情報の公開など、情報に対する管理面での役割が重要視されている。本稿において

も、1 章において触れたように、電子図書館は情報を整理し、提供することを中心の機能として

重要であるという視点に立つ。本稿で主に取り扱うのは、インターネット上の個別の資源やそれ

らに対する情報を提供する主体をどのように結びつけられるか、という問題であり、その意味で

も、電子図書館は情報を管理するための主体として位置づけられる。 
 

2.2. 既存の電子図書館に関する研究 
 

 米国の国家情報基盤 (National Information Infrastructure)や、世界情報基盤

(Global Information Infrastructure)構想の中でデジタル図書館が応用分野として位置づ

けられ、米国では 1994 年から NSF/NASA/DARPA の支援のもと Digital Libraries 
Initiative Phase 1(DLI-1)が開始された。この 5 年間のプロジェクトは 1998 年 8 月に終了し、

続いてフェーズ２（DLI-2）が始まりつつある。DLI プロジェクト以外にも、アメリカ議会図書館

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 Digital Libraries Initiative Phase II (http://www.dli2.nsf.gov) 
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(Library of Congress)等が支援した多数のプロジェクトが行われていたが、DLI-2 には

Library of Congress も参加しその規模を拡大している。 
この最も著名な電子図書館の研究プロジェクトである DLI プロジェクトは、”To Bring 

World’s Knowledge to Your Desktop”というキャッチフレーズのもと、米国の様々な機関が協

同して電子図書館を知の基盤として開発するための様々な取り組みを進めている。Phase２に

実際に参加しているのは 
 

• National Science Foundation (NSF)の Digital Libraries Initiative 
• Defense Advanced Research Projects Agency (DARPA)の Information Technology 

Office 
• National Library of Medicine (NLM)の Extramural Programs 
• Library of Congress (LOC)の Digital Library Initiatives 
• National Endowment for the Humanities (NEH)の Digital Library Initiative 
• National Aeronautics & Space Administration (NASA) 

 
の 6 者であり、総予算規模は 441 万ドルにのぼる。この事情については[杉本,2000.3]およ

び[Fox,99]に詳しいので参照されたい。 
 
英国でも 1995 年から Electronic Library Program (eLib)が進められている。その中に「ネ

ットワーク情報資源へのアクセス」というプログラム・エリアが設けられ、以下のようなプロジェクト

が特定主題を対象としたサービスを展開している。 
 
• ADAM（芸術、建築、デザイン） 
• EEVL（エンジニアリング） 
• HISTORY（歴史） 
• OMNI（医学、生物学） 
• RUDI（都市設計） 
• SOSIG（社会科学） 
 

EU では科学技術研究の 5th Framework の中の Information Societies Technology プ

ログラムで、この分野に関する助成が行われている。 
 
国内でも、様々な電子図書館を構築するための試みが始まっている。学術審議会の答申を

受けた学術情報センター（現在国立情報学研究所に改組）による学会の論文誌などの電子図

書館サービス NACSIS-ELS や、国立国会図書館による電子図書館機能などの取り組みが現

在進められている。筑波大学、京都大学、神戸大学などでも、それぞれの持つ資料を電子化し

て公開するなど、対応が行われている。 

2.2.1. 公開されている電子図書館の概要 

基盤技術の開発に関する点は後に述べることとして、現在公開され実際に利用することがで

きる電子図書館について、まず述べていきたい。アメリカでは、DLI の助成を受けて、アメリカ議
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会図書館やカリフォルニア大学、ミシガン大学などの図書館が、デジタル図書館としてインター

ネット上の情報源として館を公開している。実際に公開している館すべてを列挙することは不可

能だが、代表的な例として、ここでは、University of California の California Digital 
Library をとりあげる。 

California Digital Library(CDL) は 、カリフォルニア各地に広がる University of 
California (カリフォルニア州立大学)の各キャンパスの図書館を統合したものである。カタログ

の検索を横断的に行ったり、そこで発見した資料の取り寄せを行ったりなど、既存の大学図書

館の目録検索機能を用意している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 カリフォルニア大学 California Digital Library 

 
また CDS は目録ごとの検索に加え、横断的な検索もサービスしている。Searchlight と呼ば

れるこのサービスは、一度検索語を入力すると、オンライン・ジャーナルや論文のアブストラクト

を検索する電子目録サービスなどに、同時に検索を行うことができるサービスである。これを用

いることで、利用者はカタログごとに何度も同様の検索語を打ち込んで検索するという手間から

解放される。しかしこのサービスでは現在検索語の属性を選択することはできず、キーワードを

入力してもそれが著者名であるか、タイトル名であるか、あるいは科目名であるか、といった指

定をすることはできない。 
 

国内においても、電子図書館の公開に関して様々な取り組みがなされている。顕著な例とし

ては、1991 年開学の奈良先端科学技術大学院大学を挙げることができるだろう。同大学は、

開学当初よりその附属図書館を電子図書館として構築することが検討されており、1996 年４月

より日本で初めての大学附属電子図書館として運用が始まった[今井,1998]。同図書館は、大
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学院での専門的な研究をサポートするため、図書よりも学術雑誌の電子データベースを重要視

するという特徴をもっている。また、大学で生産された知を公開することも重視しており、情報発

信を目的においていることも特色の一つである。運用を通じて、同図書館への閲覧は、学内生

産物の閲覧が比較的多いことがわかっており、大学からの情報発信という大学附属図書館の

重要な機能の一つに、電子化は寄与することが認められている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3 奈良先端科学技術大学院大学電子図書館 

 しかしながら同大学の電子図書館は、同図書館の保持する情報に対する検索サービスは提

供しているものの、インターネット上の情報や、他の図書館の情報を横断的に検索するサービ

スは提供していない。また、自館の収蔵する情報を、一般的な方法やデータ内容で検索できる

ような形で公開していない。 
 

2.2.2. サブジェクト・ゲートウェイ 

 
このような現状の中で、東京工業大学が新たに提供を開始した電子図書館サービスは、上

述してきた電子図書館の枠を一歩進めたものとして特筆に価するだろう。特定項目に関する

様々な情報を集め、公開することを目的としたこの電子図書館は、これまでの自ら保有する情

報のみを管理し、公開してきた図書館のモデルから一歩進み、インターネット上に存在する

様々な情報に対しても同様に扱い、公開している。これによって、理工学に関する情報を広く

集め、公開することを目指している。この電子図書館では、インターネット上から自ら集めた

様々な情報源を整理し、またその情報源を対象にした全文検索のサーチエンジンサービスを
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提供するなど、理工学に関するサブジェクト・ゲートウェイとしての機能を目指していることが特

徴的である。訪れる利用者が、ここに来れば理工学に関する情報をまとめて得ることができるよ

うになることを主眼においている。 
  

  東京工業大学の図書館では、「理工学学術情報資源への包括的でシームレスなアクセス

環境の提供を目指して」おり、資源の所在場所は東京工業大学内外を問わない（当然、インタ

ーネット上の資源を含む）。またそうして発見された文献のオンラインでの入手もサポートしてい

る。 

 こうしたサブジェクト・ゲートウェイはほかにいくつか例がある。前述の英国 eLib プロジェクトも

こ れ に 該 当 す る 。 ま た 人 文 社 会 科 学 分 野 で は 国 際 大 学 の  OReL
（http://www.glocom.ac.jp/arc/orel/）が論文情報を提供している。全ての学問分野をカバーす

る「インターネット学術情報インデックス」を、東京大学が試行的に公開しているのも一例であ

る。また、図書館情報大学では図書館研究、情報・メディア研究に関するサブジェクト･ゲートウ

ェイとして機能することを目指した電子図書館の開発がすすめられている。図書館情報大学で

は ULIS-Core と呼ばれる Dublin Core(後述)に準拠したメタデータのセットを定義し、インター

ネット上のリソースに対しても同様にメタデータの付与と提供を行っている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-4 東京工業大学電子図書館（TDL） 

 

2.2.3. 検索エンジンとリンク集 

 現在インターネット上の情報を発見するために提供されている様々なサービスがあるが、その

中でもよく使われているのは一般に検索エンジンと呼ばれているものと、リンク集と呼ばれてい
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るものだろう。広く利用されているものであるから例をあげて詳述することは省くが、いくつかの

分類だけ触れることとしたい。 
Yahoo!（http://www.yahoo.co.jp）や Excite(http://www.excite.co.jp)など、一般に検索エン

ジンと呼ばれているサイトは、二種類の機能を提供している。全文検索エンジンと、ディレクトリ・

サービスの二者である。前者はインターネット上の情報すべてを網羅することを目的としてその

情報を収集し、その資料そのものに対して検索を行うサービス、後者はスタッフが選別したり、

サイト運営者からの要求を受けたりして収集したサイトを、分類して並べるサービスである。 
 

Ariadne 
このような情報提供サービスのほかに、ある特定の分野に関して情報を集めてサービスするサ

イトも多く存在する。Ariadne（http://ariadne.ne.jp/）はその一例であり、「人文・芸術や社会

科学の領域に属するもので、先行して発達した海外のリソースを主体に、国内発信の基幹リソ

ースなどを加えたもの」(同サイト案内より)を提供している。人文化学及び社会科学に関する情

報が、21 分野に分類され、サイトへのリンクとそのサイトに対するコメントというリンク集形式で情

報を提供している。自ら情報を提供したり、電子化して提供したりというサービスは提供していな

い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-5 Ariadne 
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2.2.4. 歴史資料データベース 

現在電子図書館の範疇には入れられていないが、人文科学、社会科学、自然科学を問わず

現在整備が進みつつある、各種のデータベースサービスも、資料を電子化し、公開するための

一つの例として、電子図書館として考えてよいだろう。 
こうしたデータベースに共通なのは、基本的に電子化し、ある程度の書誌情報を付すことに

よって公開しているが、電子化が主眼であり、それをどう見せるか、どのような形で公開すれば

検索がより容易になるか、という点に注意があまり向けられていないことである。また、多くの場

合検索のサービスなどは独自の方法で行われており、横断的に検索するなどのサービスを行う

ことはできていない。これらに対しても、共通のデータを持って検索するための仕組みが与えら

れれば、横断的に検索する道が開け、より一層効率的な利用が可能になるだろう。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-6 歴史博物館歴史データベース 

2.3.  電子図書館に関する要素技術と研究分野 
次に、電子図書館に関する研究分野と要素技術には何が必要なのか、検討したい。電子図

書館で必要とされる技術について、まず、様々な研究者が指摘しているものを列挙し、概観し

ていく。 
まず、DLI-2 において助成を受けた大学及びプロジェクトを表 2-1に示した。 
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表 2-1 DLI2 で研究助成を受けたプロジェクト[杉本,2000.3 より引用。杉本は Fox, 1999 より作成] 

機関・代表者 期間

(年) 
助成額

(千ドル)
題目 

スタンフォード大学・

Wiederhold 3 520
医療診断や研究で利用されるイメージに関するプライバシ

やセキュリティのためのイメージフィルタリング技術 

アリゾナ大学・Chen 3 500
医学分野の大容量テキストデータの自動分類生成と人手

によって作成された分類との間の自動統合化のためのア

ーキテクチャと関連技術 
テキサス大学・Rowe 3 500 高精度 X 線 CT による脊椎の 3 次元イメージの提供 

タフツ大学・Crane 5 2,760
人文科学分野において学際的に利用できる大規模デジタ

ル図書館基盤の構築 
ワ シ ン ト ン 大 学 ・

Etzioni 2 600
WWW 上の情報資源のための自動化されたリファレンスツ

ールの開発 
カリフォルニア大学バ

ー ク レ ー 校 ・

Wilensky 
5 5,000

学術出版のモデルを捉え直して高度な情報の配布・提供

のための技術を開発する。 

コ ロ ン ビ ア 大 学 ・

McKeown 5 5,000
マルチメディアデータを含む医療情報のためのインターネ

ット環境における個人向け情報アクセス技術の開発 
コ ー ネ ル 大 学 ・

Lagoze 4 2,270
信頼性，安全性，保存性を提供するアーキテクチャを研究

し，それに基づくプロトタイプを開発する。 

ハ ー バ ー ド 大 学 ・

Verba 3 1,800
社会科学分野の数値データを共同利用するための仮想

データセンターの実現に向けた様々なツールや環境を構

築する。 
イ ン デ ィ ア ナ 大 学 ・

Palakal 3 310
個人向けに情報をフィルタリングし配布する知的システム

の開発 
ジョンズホプキンス大

学・Choudury 3 530
演奏や高機能な検索による電子化した楽譜コレクションの

利用性の向上 

ケ ン タ ッ キ ー 大 学 ・

Seales 3 500
人文科学分野の貴重資料を補修するための照明技術，領

域あるいはデータ依存の格納や高度な検索機能のための

意味的モデルの開発 
ミ シ ガ ン 州 立 大 学 ・

Kornbluh 5 3,600
記録音声(スピーチ)の検索可能なオンラインデータベース

の開発 
オレゴン保健科学大

学・Gorman 3 650
専門家の情報アクセス過程を参考にした情報資源発見の

支援機能の開発。保健管理分野を対象として行う。 
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ペンシルバニア大学・

Buneman 3 500
データの生成・維持過程を扱うことをも含めた新しいデー

タモデルとその管理機構の開発。 
サウスカロライナ大学・

Willer 4 1,200
社会・経済学分野の実験，シミュレーションおよびアーカイ

ブのためのソフトウェアとデータのライブラリの開発 

スタンフォード大学・

Garcia-Molina 5 4,300

不均一な情報とサービス，高性能なフィルタリング機能の

不足，利用性に優れたインターフェースの欠如，商取引や

プライバシ保護のための機能の欠如といったこれまでの

DL における障害をできるだけ小さくするための技術開発

カ ー ネ ギ ー メ ロ ン 大

学・Wactlar 4 4,000
DLI1 における Informedia Digital Video Library に引

き続きビデオ資料の検索と情報発見のための技術を開発

する。 
カリフォルニア大学サ

ン タ バ ー バ ラ 校 ・

Smith 
5 5,400

Digital Earth メタファーに基づき地理情報に関する様々

なデータとそれを扱うサービスのための技術を開発する。 

カ ー ネ ギ ー メ ロ ン 大

学・Myers 3 450
Video 資料を対象とする、使いやすいグラフィカルな編集

ツール 
カリフォルニア大学デ

ービス校・Armistead 3 500
Judeo-Spanish の民話，物語，詩などのマルチメディアコ

レクションの構築 
カリフォルニア大学バ

ークレー校・Agogino 2 400
SMETE library のための利用者要求を評価するための

モデルとそれに基づくシステム仕様の開発等（UE） 
コ ロ ン ビ ア 大 学 ・

Wittenberg 3 580
地球科学分野の先端的な教育・研究資料等の配布・提供

のためのモデルの開発（UE） 
ジョージア州立大学・

Owen 3 330
グラフィックスと可視化技術の教育資料のコレクションとそ

の利用モデル，利用者コミュニティの開発（UE） 
メ リ ー ラ ン ド 大 学 ・

Druin 3 610
子供のための教育資料を提供するデジタル図書館のため

の情報アクセス支援のモデルと技法の開発（UE） 
テ キ サ ス 大 学 ・

Kappelman 2 290
動物の骨格の 3 次元データを提供する library の実現

（UE） 
オールドドミニオン大

学・Maly 1 80
SMETE library に向けたツールやプロセスの開発（UE）

 
また、図書館情報大学の杉山は、電子図書館における研究分野を次のように分類し、対応

する技術を挙げている[杉山,2000.3]。 
 
• 情報アクセス支援： 

高機能情報検索技術、情報発見技術。文書の内容の抽出、抄録作成、分類、索

引等、メタデータの自動作成技術。多言語情報アクセス技術。情報資源間の相

互利用性技術。  
• コンテンツ処理： 
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自然言語の内容理解や機械翻訳など自然言語技術。音声や画像等非テキストデ

ータの内容理解や内容抽出技術。印刷物、電子出版物など文書の構造と内容

理解の技術。  
• ユーザインタフェース： 

情報の可視化による情報アクセス支援技術。利用者による情報アクセスや情報生

産を支援するための共同作業支援技術。障害者向けの情報アクセス・情報生産

支援技術。  
• コンテンツ作成・保存： 

多様なコンテンツの編集・文書化技術。電子文書、ディジタルデータの流通技術

や長期間保存技術。  
• 情報アクセスのための条件や制約の管理： 

知的財産権、Rating などに基づくアクセス制限技術。課金技術。プライバシやコ

ンテンツの保護などのセキュリティ技術。   
 

米国の電子図書館研究の第一人者であるバージニア工科大学の Edward Fox は、次の 12
分野に研究分野を分類している。[Fox, 1998] 
 

• Collaboration Support 
• Digital document preservation 
• Distributed database management 
• Hypertext 
• Information filtering 
• Information retrieval 
• Instructional modules 
• Intellectual property rights management 
• Multimedia information services 
• Question answering and reference services 
• Resource discovery 
• Selective dissemination of information 

 
また、コーネル大学の電子図書館の研究グループ[Lagoze, 2000]では以下のように研究分野

を位置付け、研究を進めている。 
 

• Digital Library Infrastructure  
creating the service infrastructure on which distributed digital libraries can 
be created.  

• Digital Object Models  
providing the mechanisms for storing and combining multi-format content 
and disseminating it in multiple fashions.  

• Policies – providing the mechanisms for the creation, administration, and 
enforcement of policies that manage content and services in digital libraries.  
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• Metadata Standards – allowing individual communities of expertise to 
formulate and administer metadata vocabularies and combine them in 
descriptions of digital objects and digital library services.  

• Publishing Models – examining new paradigms for sharing and 
disseminating scholarly information.  

• Devices – investigating the interaction of disconnected devices and mobile 
networks in an information environment. 

 

このように並べると、ほとんどすべての情報技術分野を含むものとなるが、杉本は「1997-98
年に NSF と EU は共同でデジタル図書館に関する研究戦略の検討を進めた。そこでは（1）高

速高機能な情報検索、情報発見、（2）相互利用性、（3）メタデータ、（4）多言語情報アクセス、

（5）知的財産権や経済モデル、の５テーマに対してワーキンググループが作られた。これらは

デジタル図書館の研究開発にとって重要かつ特徴的な領域を表していると言える。」として、中

心的な話題は情報資源の発見や情報資源へのナビゲーションのための技術、マルチメディア

情報や多言語情報の検索技術といったものであるとしている。そのため、こうした多様な研究領

域の中から、次項以降では、メタデータに関する研究開発と、横断的な情報検索に関する問題

に対して、考察を進めていく。 

2.3.1. メタデータおよび Dublin-Core  

資料の発見のために重要なのは、資料を発見するためのデータである。資料の発見を支援

するために付される、｢データについてのデータ｣を、メタデータと呼ぶ。書誌情報、目録、索引

などは、メタデータの一例である。そのほかにも、識別し、著作権の記述等に関する記述、倫理

面からの内容や利用条件の記述なども、メタデータの例として挙げられている[杉本,2000.3]。
これらを用いて、利用者は目的に関する情報を検索する。図書館においてメタデータが重要な

のは疑いがない。 
ここにおいて重要なのは、メタデータに何を持つか、という点と、そのメタデータに対してどの

ようにアクセスするか、という点である。メタデータに共通のものを持つことによって、分散した電

子図書館の間で共通の枠組みを持つことができるようになる。 
 

メタデータに関する標準化については、杉本が論文の中で大変によくまとまった記述を提供

している。以下長くなるが、関係する部分を一部編集した上で引用しておく。[杉本、2000.3] 
 

 メタデータは簡単には「データに関するデータ」と定義される。目録や索引、抄録など

は典型的なメタデータである。それ以外にも辞書やシソーラス，URL や ISBN 等の識別

子、ビデオの内容に関する記述、著作権の記述等利用条件に関する記述、倫理面から

の内容や利用条件等の記述、利用者の環境に関する記述などさまざまなものがある。  
 インターネットやデジタル図書館上での情報資源の利用を考えると、メタデータの重要

性に容易に気がつく。たとえば、従来、利用者は特定のデータベースやサービスを介し

て必要な情報資源にアクセスしていた。ところが、ネットワーク上では特定の場所、特定
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のサービスということは必ずしも意味を持たず、ネットワーク上のどこかにある情報資源に

アクセスし、サービスを受けることができればよい。しかも、当然のことではあるが、情報

資源を探し出し、内容を吟味し、必要であれば料金を適切に支払うといった作業をすべ

てネットワーク上で行うことになる。また、情報資源が多様かつ大量であること、利用者と

利用方法が多様であることを考えると、こうした作業を効率よく行えるようにするには多様

なメタデータが必要であること、かつそれらがネットワーク上で有機的に組み合わせて利

用できねばならないことに容易に気がつく。 
 こうした背景の下で、現在メタデータの開発が活発に進められている。たとえば，情報

資源発見を目的として提案されている Dublin Core Metadata Element Set（通称

Dublin Core）、教育資料を対象に開発が進められている IMS、電子商取引指向の

Indecs、ビデオデータに関する MPEG7、インターネット上で流通するコンテンツの倫理

的内容記述を指向した PICS などがある。加えて、こうした様々なメタデータ記述方式を

WWW 上で流通できるようにするための共通のメタデータ記述方式を与える Resource 
Description Framework（RDF）の開発も進められている。 
 
 Dublin Core Metadata Element Set（通称Dublin Core，以下ではDCMESと記

す7）はインターネットでの情報資源の記述と発見のための「コア・メタデータ」として提案

されてきたものである。コア・メタデータとは様々な分野に共通の性質のみを定義したも

ので、従来の目録規則を適用することが困難なネットワーク情報資源に適用すること、図

書 館 や 美 術 館 と い っ た コ ミ ュ ニ テ ィ の 壁 を 越 え た メ タ デ ー タ の 相 互 利 用 性

（interoperability）を得ることを目的として提案されたものである。情報資源の効率よい

発見のためにはインターネットやデジタル図書館の環境に適したコア・メタデータが必要

であるとの理解から、現在、図書館や美術館・博物館のコミュニティを中心にDCMESの

重要性が広く認められ、その利用も広がりつつある（付録２に基本 15 エレメントの定義を

示す）。(引用者注：本稿では表 2-2に示した) 
 現在，DCMES の開発活動は米国の OCLC に活動の拠点を置き、ネットワーク上での

議論を中心に進めている。基本エレメントの定義を終了し、現在、詳細なメタデータ記述

を可能にするためのサブエレメントや統制語彙の指定形式等の定義を進めている（こうし

たより詳細な記述内容を指定するための記述要素を総称して qualifier と呼んでいる）。

こうした詳細な記述のための仕組みは，ある意味で｢コア・メタデータ｣の概念と矛盾する

ものであるが、より詳細で統制されたメタデータ記述と、かつ効率の良い検索にも重要な

役割を演ずると考えられる。 
 これまでは Dublin Core そのものの定義に関する議論、たとえばエレメントや

qualifier の定義が中心であったが、今後は実際の応用分野における問題に関する議

論や Dublin Core の維持や修正等に関する議論が中心になっていく。現在、qualifier
に関する議論が進められ、近い将来標準として推奨される qualifier セットが作られるこ

とになっている（本稿を執筆時点において，最初の qualifier セットの承認に関する投票

が Usage committee で進められている）。  
  
原注： 
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Qualifier を一切含まない基本エレメントのみのものを Simple DC（あるいは DC 
Simple），qualifier を含むものを Qualified DC と呼んでいる。標準化機関で標準化が

進められているのは Simple DC である。  
 
なお、引用文中で「Usage Committee による投票が進められている」という記述があった

Qualifier に関しては、2000 年 7 月に承認された。Qualifier に関する詳細は[杉本,2000.9]
に詳しい。 
 

同論文は次のようにも述べている。 
 「デジタル図書館では，情報資源の発見からアクセス，利用に至るいろんな場面で柔軟

な機能を持つことが要求される。こうした機能を実現するには適切なメタデータを利用する

必要があることは疑えない。一方，メタデータに関しては次のような問題がある。 
 

・ 利用性： 誰もが利用しやすいものでなければならない。すなわち，メタデータの

定義が理解しやすいこと、正しいメタデータが作成しやすいこと、提供しやすいこ

と。  
・ 相互利用性（Interoperability）： 異なるメタデータ規則で作られたものであって

も、それらを同時に利用できることが要求される。すなわち、複数種類のメタデー

タが同時に検索できること、外国語・多言語のメタデータが利用できること。  
・ 適応性と安定性： 新しいタイプの情報資源、新しいタイプのコミュニティが現れ

た場合に新しい基準に基づくメタデータを作ることができること、また新しいものが

現れても既存のメタデータも続けて利用できること。  
・ 品質： 利用者の要求にあった水準の品質のメタデータを作ることができること。  
・ 作成コスト： メタデータの作成コストをできるだけ安価にする必要がある（メタデー

タの自動作成ツール、作成支援ツールの必要性）。  
・ 維持管理： ネットワーク上の情報資源は不安定なものも多くあるため，対象情報

資源とそれに関するメタデータの間の矛盾が生じないように常に維持管理できな

ければならない。  
・ 長期利用性： 長い期間の間にはメタデータの規則や作成の規準が変化する。

そうした変化に対応し、かつ長期間に渡って蓄積されたメタデータを利用しつづ

けられることが要求される。  
 

 (中略)いろいろな分野でメタデータの開発が進んでおり、将来はそれらを組み合わせて

ネットワーク上で利用できること、細粒度の情報資源に対してもメタデータを必要とするこ

と、メタデータサービス間で相互利用が可能になること、また長期に渡って利用できるよう

にすることなどの重要性が増すと考えられる。」 
 

このように、インターネット上の存在する資源に対するメタデータに関しては Dublin Core 
Metadata Element Set が現在標準化が進められていることがわかる。DCMES に準拠するこ

とによって、次のような利点が指摘されている。 
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簡潔性  
Dublin Core は、カタログ作成者ではない、リソース記述の専門家にも使えるものにな

っている。 ほとんどの要素は、一般的に理解できるセマンティクス（意味構造）をもち、その

複雑さは、おおよそ図書館の目録カードに相当する。 
 
国際的コンセンサス  

Web 上でのリソース検索に関して、国際的にはどのような傾向にあるかを認識すること

は、効率的な検索インフラストラクチャを開発する上で重要なポイントである。 Dublin 
Core は、約 20 ヶ国が積極的に参加して促進を図っているため、有利な立場にある。 

 
拡張性  

Dublin Core は、図書の世界における完全機械読み取り式目録作成 (MARC) など、

より詳細な記述モデルに対して、経済的な代替案を提供する。 さらに、Dublin Core は、

構造をコード化するための十分な柔軟性と拡張性を持ち、また、より細かい記述標準が本

来持つ詳細なセマンティクスを持つ。 
 

また、メタデータに関しては、W3C(World Wide Web Consortium)が web 上のリソースに

対するメタデータ提供の枠組みである RDF(Resource Description Framework)を開発して

おり、メタデータに関する様々なニーズに対応しようとしている。RDF は外部表現として XML
（eXtensible Markup Language）を用いており、XML の処理系を用いて取り扱うことができる

ため、取り扱いが容易である点が指摘されている。 
 

表 2-2  DC1.1 に基づく Dublin Core の基本 15 エレメント（[杉本,2000]より引用 
（http://purl.org/dc/documents/doc-dces-19990702.htm）） 

要素名 Identifier 定義および説明 
タイトル Title 情報資源に与えられた名前。 
作成者 Creator 情報資源の内容の作成に主たる責任を持つ実体。 
主題およびキー

ワード Subject 情報資源の内容のトピック。 

内容記述 Description 情報資源の内容の記述。 
公開者（出版者） Publisher 情報資源を利用可能にすることに対して責任を持つ実体。 
寄与者 Contributor 情報資源の内容への寄与に対して責任を持つ実体。 

日付 Date 情報資源のライフサイクルにおける何らかの事象に対して関連

付けられた日付。 
資源タイプ Type 情報資源の内容の性質もしくはジャンル。 
形式 Format 物理的表現形式ないしデジタル形式での表現形式。 
資源識別子 Identifier 与えられた環境において一意に定まる情報資源に対する参照。
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情報源（出処） Source 現在の情報資源が作り出される源になった情報資源への参照。

言語 Language 当該情報資源の内容の言語。 
関係 Relation 関連情報資源への参照。 
対象範囲（空間

的・時間的） Coverage 情報資源の内容が表す範囲あるいは領域。 

権利管理 Rights  情報資源に含まれる，ないしは関わる権利に関する情報。 
 

2.3.2. Z39.50 

また、メタデータをどのように検索するかという点に対しても、同様に標準化が必要である。情

報検索のためのプロトコルの標準については、Z39.50 が国際標準として定義されている。

Z39.50 は特に図書館の分野で広く利用されており、多種多様な環境で構築された情報検索シ

ステムに対して透過的に検索できるのが特徴である。複数の情報サーバにたいして検索を行う

こ と を 支 援 す る た め の ANSI(American National Standards Institute) 標 準 で あ る

"Information Retrieval Service Definition and Protocol Specification"の識別番号

Z39.50 がその名称の由来である。 
Z39.50 はデータベースの実装に依存しないスキーマを目指し、アトリビュートセットと呼ばれ

る論理的なスキーマを定義している。[高久ら、1999]。 
Z39.50 による情報検索の図書館分野における先行研究としては、図書館情報大学の一連

の研究がある[高久ら,1999 斉藤ら,1998, 宇陀ら,1999, および安齋ら,1998]。これらの研究で

は、情報資源の発見を容易にすることが目的として、Z39.50 のアトリビュートセット、

JAPAN/MARC や US-MARC などの目録データ、 Web コンテンツ、既存の各種メタデータな

ど多様な情報資源を Dublin Core をゲートウェイとして相互に結ぶ試みが行われている。これ

らの研究では、検索システム間の相互接続性を目指した Z39.50 と、データスキーマ間の相互

運用性を目指した Dublin Core を結合させ、様々な情報資源を統一的に検索できるシステム

の構築を目指し、いくつかの目録データとの透過的な検索システムを実現している。 
 

2.4. 考察 
 
これまで 
 
1. 既存の電子図書館の試み 
2. インターネット上の情報を検索するための各種のサービス 
3. データベースなどインターネット上で資料そのものを提供するサービス 
 
について、それぞれ現在の状況を述べてきた。それぞれ、利用者がインターネットを用いて情

報を得る際に、なんらかの形でその一助となるためのサービスを提供するという意味では、目的

を同一にしている。 

22 



 しかしながら、こうしたサービスは、現在それぞれが独立して存在しており、それらをうまく結び

つけるための枠組みが存在していない。中央で管理されず、自由に新たなサービスを開発し提

供することができるのがインターネットの利点であることはたしかに否定できないが、こうした

様々な努力がそれぞれのエリアで閉じており、相互に運用できないという状況は問題である。

資源を有効利用できるようにするための改善が求められている。 
 表 2-1 を見ると、DLI における電子図書館に関する研究は、実際に図書館として情報を提供

することを目的とするものと、電子図書館に関する要素技術の開発の双方が含まれ、コンテンツ

を保持するものと情報技術を開発するものとの協同で進められていることがわかる。しかしなが

ら、日本では、そういった形での統合的な研究は行われてこなかった。 
また、そうした DLI ベースのプロジェクトであっても、日本の電子図書館プロジェクトであって

も、これまで見てきたように、現在公開されている電子図書館は、既に公開されているデータベ

ースを横断的に検索できるようにしたもの（カリフォルニア大）や、自分の持つ資料に対する書

誌情報及び資料そのものの提供のみ（奈良先端科学技術大学院大学）など、それぞれ特色の

あるサービスは提供されているものの、様々なサービスが統合されているものはまだない。 
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第3章  
本研究における電子図書館モデル 

 
本章では、前章までに見てきた電子図書館の問題を議論し、その解決のための枠組みを提

案し、議論する。本稿ではインターネット上での情報の発見と入手を支援するために、機能を分

化し、相互運用性を重視した電子図書館モデルを提案する。 
共通の枠組みを共有するための仕組みを作ることによって、これまで行われてきた情報をイ

ンターネットの上に発行して共有しようという試み、そうして出版された資料を整理して提供しよ

うという試みを、それを求める利用者に対してより効率よく提供することが可能になる。 
 

3.1. 電子図書館の連携モデル 

3.1.1. 前提 

電子図書館は従来の図書館と様々な前提を異にする。従来の図書館と電子図書館の違い

を表 3-1に示す。これは、杉本重雄によって示されたものを元にしている。[杉本,2000]。同論

文で杉本は、電子図書館においては利用者が拡大し、多様な興味を持つ利用者に対して幅

広く対応するために、資料にある一定の量があることが電子図書館に必要であるとしている。 
本稿では、しかしながら、次のような考えに立つ。電子図書館では対象となる資料が事実上

無限に存在しうるため、一箇所の電子図書館がすべての情報を持つのは不可能である。むし

ろ大小さまざまな電子図書館が共同していく枠組みが重要であり、それぞれの館が充実してい

る必要はない。 
また、従来の図書館は情報の発見と入手、情報の紹介などを一つの館においてすべて提供

してきたが、電子図書館が共同してゆく枠組みにおいては、様々な機能を分離して提供する電

子図書館があってもよい。情報の発見の支援するサービスのみを提供し、情報そのものはイン

ターネット上の他の電子図書館や、WWW サーバに存在する、といった電子図書館のあり方

や、情報の提供のみを行う電子図書館などが分散して存在し、それらが相互に連携しながら、

情報の発見の支援と情報の提供という、電子図書館の二つの機能を利用者に提供する、とい

った形もあってよい。 

表 3-1 電子図書館と従来の図書館の違い（杉本によるものをもとに筆者が拡張） 

  従来の図書館 電子図書館 
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場所に依存： 場所は無関係： 

資料を探す 
入り口 
  

利用者が図書館にやってくる。あ

るいは，図書館毎に提供するオン

ライン目録(OPAC)で資料を探し

てからやってくる。基本的に，一

時にはひとつの図書館しか使わ

ない。 

ネットワーク上のどこかで見つかれば

良い。情報資源を見つけだすための

情報の果たす役割が大きくなる。ま

た，同時に複数のサービスにアクセス

することは普通であり，かつ利用者が

複数のサービスを同時利用している

ことを意識するとは限らない。 
場所に依存 場所に非依存 

資料の場所 図書館に情報が集中して存在す

る。図書館ごとに資料が存在す

る。 

ネットワーク上に分散して存在してい

る。図書館ごとに同じ資料を持つ必

要はない。 
モノメディア マルチメディア 

資料の種類 図書・雑誌など紙媒体が中心。物

理的な媒体を単位にする 

物理的な媒体を必要としない。文字、

画像、音声などさまざまな形式が存在

する。 
均質： 多様： 

利用者 
  図書館の種類，場所によってある

程度決まる。 

世界中からアクセスがある。多様なア

クセスがくるものもあるが、専門分野

に関する情報を収集するサイトでは、

特定の層に向けた館の運営が可能と

なり、特定分野に興味・関心がある層

へのサービスが可能になる。 

 

3.1.2. 連携する電子図書館モデル 

これまでの電子図書館には、既存の図書館の延長線上として、自館の収蔵する資料を電子

化して公開するもの、書誌情報を検索するものなどがあることをこれまで見てきたが、これらのサ

ービスを統合的に扱うための枠組みの欠如が問題の本質である。電子図書館が、情報の整理

を目的とするのであれば、電子図書館は、様々な情報を統合的に提供できる環境として機能す

ることが求められている。 
そのため本稿では電子図書館のあり方として、電子図書館を連携させて機能させるモデルを

提案する。 
収集し公開する対象と、対象とする利用者がともに無限の広がりをもつという前提に置かれた

とき、それぞれの図書館がある特定の分野を対象にする形にその形を変えてゆくという考え方

には説得力がある。重複して一般的な資料を収集して提供する必要がなくなるからである。ある

専門分野を持ち、それに特化した形で、自館、他館、インターネット上に存在する情報を分け

隔てずに収集し、公開するという電子図書館があり、そうした電子図書館が連携することによっ

て利用者に対して情報を提供するというモデルは、電子図書館の一つの論理的帰結として考

えられるのではないだろうか。 
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その際、図書館の機能を分類し、それぞれの機能を定義することが必要になる。こうすること

によって、電子図書館としてのすべての機能を持つわけではないインターネット上の各種の情

報提供サービスも、連携する電子図書館の一部分として機能させることができ、その対象範囲

を広げることができるからである。 
 

専門化する電子図書館とその間の連携に着目したのは、この形が、これまでの図書館の枠

組みの延長からその枠を越える可能性を持っているからである。この形を想定することによっ

て、これまで各種の情報提供サービスが提供してきた様々な機能を統合して提供することがで

きるようになる。表 3-2に、代表的な情報サービスの機能を簡単にまとめた。これを見るとわかる

ように、連携モデルでは様々な情報サービスを統合して提供することができる。 
 

表 3-2 情報提供サービスの機能面での比較 

 電子図書館 サーチエン

ジン 
リンク集 データベー

ス 
連携モデル

資料の保存と公開 行う 行わない 行わない 行う 行う 
インターネット上の資料

への対応 
行わない 行う 行う 行わない 行う 

全文検索 ケースによる 行う 行わない ケースによる 可能 
メタデータの付与と検索 行う 行わない 一部行う 行う 行う 
電子図書館間のシステ

ム相互運用性 
検討中(可
能性として

は高い) 
低い 低い 低い 高い 

 
またこの連携モデルは、機能を分離することによって、二章で見た ariadne をはじめとする各

種のリンク集のような、電子図書館の範疇に収められてこなかった特定機能を対象とする情報

提供サービスも、その概念の中に統合することができる。 
 
 これは、それ以外の電子図書館をすべて否定するものではない。これまで見てきたように、総

合型の大型電子図書館も開発が進められているし、それが有効な成果をあげるだろうことも、想

像に難くない。本稿はそれらの研究を否定するものではない。総合的な情報を一館で提供す

る、大規模な電子図書館と、専門分野をもつ電子図書館は、様々な電子図書館研究の中の一

部分として、位置づけられるべきものである。 
 

3.2. 電子図書館の設計 
 

電子図書館は、一般に大きく分けて 3 つの機能を提供していると考えられる。 
 

1. 資料の電子化及び保存・公開 
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・ 資料を電子化する 
・ 資料を公開する 

2. 情報資源の探索と収集 
・ 利用者の求める情報を提供するために、インターネット上の資源、自ら保有する

資源を問わず情報を収集する。 
・ 収集した資料に対して検索を可能にするためにメタデータを付与する。 
・ 全文検索を可能とするための処理を行う 

3. 利用者への提供 
・ 利用者に対して、一覧や検索サービスなどを提供する 

 
そのため、本研究では電子図書館を次の 3 つの機能に分離する。 

 
コンテンツ提供機能 (Provider) ：文書を電子化し、保存し、公開する 
仲介機能    (Broker) ：メタデータを保存し、検索のサービスを提供する 
サービス機能    (Presenter) ：それらに基づいて、利用者に対して情報の提供を行う 

 
コンテンツ提供機能(Provider)は、資料を電子化し、保存し、公開する主体を指す。図書館

の図書を収集し、書架におく機能にあたる。2 章で見た各種のデータベースや、電子ジャーナ

ルを提供するサイト、論文を公開している個人のサイトなど、さまざまな情報提供サービスが提

供する機能がここにあたる。 
仲介機能(Broker)は、資料提供主体と利用者を仲介する主体を指す。資料を利用者に対し

てより利用しやすくするために、資料を収集し、検索サービスを提供したり、コメントや書誌情報

などの様々なメタデータを付したりするサービスを行う。図書館の書誌情報の検索サービス(書
誌情報を付し保持するという機能を含めて)やサーチエンジンのエンジン部分、個人のリンク集

ページなどが提供する機能がここにあたる。 
サービス機能(Presenter)は、利用者に対して情報を提供する部分である。ここによって情報

を加工したり、視覚的によりわかりやすく変更したりすることで、利用者の情報の発見をより容易

にするための機能である。これは図書館のリファレンスサービスをはじめとする付加機能、サー

チエンジンの検索画面、結果の表示ページなどのインターフェースがここにあたる。 
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  図 3-1に、一般的に利用者が電子図書館に対して行う資料の検索と入手の流れを、今回の

モデルを用いて示した。この図では、利用者は、まずPresenterに対して探したい情報のキー

ワードおよびキーワードの種別を渡す(1)。PresenterはBrokerに対して問い合わせを行う(2)。
Brokerは自らが持つ資料のメタデータDBに問い合わせを行い(3)該当する資料を発見し(4)、
Presenterに返戻する(5)。Presenterは戻された情報を整形し、利用者に返す(6)。利用者は

検索結果に示されたURLを用いて、Providerへ情報を請求する(7)。Providerは請求された

情報を利用者へ送信する(8)。 
 
 このように機能を分けることによって、次のような応用が可能になる。たとえば、 
 

(1) 複数の Broker に、Presenter が同時に検索要求を行う 
(2) 複数の Provider の情報を Broker が持つ 
(3) 目的に応じて様々な Presenter を用意する 
 

などの利用が可能である。このように部分だけ切り出した利用が可能であるため、柔軟な応用

が可能になり、様々なサービスの組み合わせを用意することができる。また、すべて用意する必

要はなく、一部分だけ持つということも可能である。こうして電子図書館に、インターネット上の

資源を扱うことができるようになり、また様々な形態の情報サービスを統合することが可能とな

る。 
 

図 3-1 このモデルによる電子図書館の利用例 

Presenter

①

⑥

②
⑤

　Broker
前文検索DB

メタデータDB

③

④

⑦

⑧

Provider
利用者
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以下それぞれの構成要素を具体的に見ていく。 
 

3.2.1. Provider：文書の電子化・保存・公開機能 

Provider は、情報の電子化と情報資源の公開を行う。情報資源は文書に限らず、画像、音

声、映像などさまざまなメディアが電子化され、公開される。また、文書であればテキストや

PDF、画像であれば GIF、PNG、JPEG など、あらゆるメディアタイプに対応する。Provider は

HTTP(Hypertext Transfer Protocol)や FTP(File Transfer Protocol)などインターネットに

おける標準にしたがって情報を提供する。 
情報資源はすべて URI(Uniform Resource Identifier)で識別する。これによってインター

ネット上から一意に識別されアクセスすることができる。また、情報資源の一部は、公開範囲が

限定されている場合がある。 
 

情報提供者は、スキャナによって取り込まれた画像、入力されたテキスト、エンコードされた映

像など、電子化された情報資源そのものと、当該情報がアクセス可能な範囲を Provider システ

ムに入力する。Provider システムは、利用者の要求に対して、インターネットを経由して利用者

に提供する。公開範囲が限定された資料に対しては、情報提供者によって入力されたアクセス

範囲の情報をもとに、その利用者が当該資源に対してアクセス可能かどうかの認証を行った後

に、情報の提供を行う。 
 

3.2.2. Broker:メタデータ及びインデックス付与機能 

Broker システムは、インターネット上に存在する資料に対し、メタデータを保持し、問い合わ

せに対して一致するものを返す。また、保持する資料に対する全文検索のサービスも提供す

る。 
Broker の運用者は、URI で識別される情報資源を収集し、選別し、メタデータをメタデータ

DB へ入力する。全文検索 DB は、定期的にメタデータ DB から保有する URL を取得する。

取得した URL をもとに各 Provider から情報資源を集め、全文検索を可能とするためのインデ

クスを作成し、保持する。 
Broker システムは Presenter から要求を受け取り、メタデータ DB および全文検索 DB に

対して問い合わせを行い、その結果を Presenter に RDF 形式のメタデータとして返す。利用

できる Presenter を限定している場合には、Broker システムは Presenter を認証し、許可が

与えられた場合のみアクセスを許可する。 
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Presenter
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図 3-2 Broker システムの構成 

 

3.2.3. Presenter:インターフェース部 

Presenter は、Broker に対して問い合わせを行い、受け取った情報を整理してプレゼンテ

ーションを行うインターフェースを提供する部分である。 
Presenter は問い合わせフォームと検索結果表示部に分けられ、問い合わせ先 Broker に

関する情報と、問い合わせ先の持つメタデータ項目、データを利用者に対して見やすく表示す

るための情報を持つ。 
問い合わせフォームは、利用者の web ブラウザに対して問い合わせを行えるフォームを提供

する。また検索結果表示部は、データを利用者に対して整形して表示するための情報を用い

て、問い合わせの結果を整形するなどの加工を行い、利用者に表示する。 
Presenter の持つ整形情報は、表の枠組みや色など視覚的デザインに関する情報であるこ

とが多いが、それだけに限らない。たとえば Presenter の持つ情報は、あるトピックに関係する

人名のリストであってもよい。利用者が人名をクリックすると、Broker に対して著者がその人名

であるものを問い合わせ、その結果を表示される、という Presenter も考えられる。情報を利用

者に対してわかりやすく提供するための情報は、すべて整形情報である。 
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図 3-3 Presenter システムの構成 

 
また、Presenter は様々な構成が可能である。HTTP で Broker に対して問い合わせを送

り、XML 形式で受け取ったメタデータを整形して視覚的に表現する、というのが一般的に想定

される Presenter であるが、その他にも複数の Broker に対して HTTP や Z39.50 プロトコルを

用いて問い合わせを送り、その結果をまとめて整形して表示するPresenterなどが考えられる。 
 

3.3. 考察 
 

3.3.1. 構築される電子図書館 

 
 これら 3 つの機能は、すべて一つの電子図書館によって提供されてもよいし、あるいはそのう

ちの機能一つだけを提供するものであってもよい。たとえば、現在個人が論文を提供している

ページは、Provider としての機能のみを果たしている。そうしたページを集め、それらの書誌情

報を付したり、検索したりするサービスを提供する Broker のみを構築し、提供してもよい。これ

までリンク集を構築してきた個人などは、Broker としての機能を果たすのは容易である。あるい

は、そうして構築された複数の Broker を横断的に検索する Presenter のサービスのみを提供
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する場所があってもよい。このように機能別に分けることによって、インターネット上に様々に分

散するサービスを統合する環境を構築できるようになる。 
 そのようなサービスの実現の際に重要になるのは、相互運用性である。 
 

3.3.2. 相互運用性 

相互運用性(Interoperability)に関する点に関しては、次のようにした。 
 

1. Provider は HTTP(Hypertext Transfer Protocol)や FTP(File Transfer Protocol)
などインターネットにおける標準にしたがって情報を提供する。インターネット上の資源を

対象とする場合には、情報資源はすべて URI(Uniform Resource Identifier)で識別

する。これによってインターネット上から一意に識別されアクセスすることができる。 
2. Broker はメタデータを持つが、このメタデータは Dublin Core Metadata Element 

Set に準拠する。 
3. Presenter に Broker から渡されるメタデータは、RDF 表現を用いて記述する。 

 

3.3.3. まとめ 

 
このモデルは、それぞれの実装に高い自由度を残しつつも、提供するサービスの大まかな仕

様を定義している。このモデルによって定められた仕様に基づいて、さまざまな機関や個人が

情報を公開したり、情報を整理する試みを行ったりすることによって、さまざまな場所で行われ

ている情報の提供の試みを、より効率のよい形で統合することができるようになる。 
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第4章 インターネットの歴史プロジェクト 

本章および 5 章において、前章までで定義と設計を与えた電子図書館モデルを、実際に構

築することによってその実現可能性を検証する。これまで筆者の率いる研究グループは、インタ

ーネットの歴史に関する事項や文献を収集し、年表などの形式にまとめるという活動を続けてき

た。その活動をまとめ、一般に公開するためのインターネット史に関する電子図書館システム

を、これまで定義してきた電子図書館モデルに従って構築する。 
次章において、三つの部分を持つ電子図書館モデルそれぞれの具体的な実現方法につい

て述べていくが、本章ではそのための前提となる、本プロジェクトの概要およびそれらがどのよう

に各部分に対応していくかを述べ、後に続く各章への導入とする。 

4.1. プロジェクトの概要 

4.1.1. 背景 

日本のインターネット元年は 1995 年であるといわれる。1995 年は坂本龍一がインターネット

でコンサートのライブ中継をはじめて行い、｢インターネット｣という語が流行語大賞を受賞し、日

本で Yahoo が始まり、asahi.com が始まった年である。また Windows95 が発売され、ダイア

ルアップ ppp サービスが始まった年でもある。こうした項目を見れば、現在インターネットで利用

されている技術や、コンテンツが出揃った年と呼べる。そうすると現在までで、日本のインターネ

ットは 5 年の歴史を持つことになる。 
しかし日本のインターネットが元年を迎えるまでには、1983 年の TCP/IP 利用開始から、

1984 年 JUNET、1987 年 WIDE プロジェクト、1992 年の学術情報ネットワークなど、様々な

インターネットの構築に対する取り組みがあった。 
インターネットが社会の基盤として定着し、一定の成熟を見せてきた今になって、インターネ

ットがどのような発展のプロセスを経て現在に至ったのか、その社会に対して持つ意味は何で

あるのか、そうしたことが検討されてくるようになってきた。 
現在、｢インターネット 歴史｣の二語でサーチエンジンを検索すると、ヒット数は 16000 ほどに

のぼる。その多くは様々な大学の講義資料や、各種の刊行物に掲載された年表形式の、簡単

なインターネットの発達プロセスを紹介したものである。しかしながら、それらに対して論考を与

えられたもの、あるいはそのプロセスに対して何らかの検討を与えられたものは多くない。 
また、現在発表されているインターネットの発達の過程に関する文献や年表の多くは米国を

中心としたものだ[Moachovitis,1999,Zakon,2000,浜野,1997]。日本という視点に特化して資

料を収集した大規模なものは存在せず、年表形式で簡単にまとめられたものが点在するにす

ぎない。  
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4.1.2. これまでの活動 

 筆者たちの研究グループは、こうした現状を背景に、日本のインターネットの発達過程におい

て道標となるような出来事を収集し、年表形式にまとめるという活動を行ってきており[河
合,2000]、その成果は論文などに引用され、公表されている(図 4-1 および[村井、2000]参
照)。平行して、研究の基礎資料となるべき一次資料の収集も行っており、WIDE プロジェクト

10 周年記念資料集などの制作への参加などを通じて、各種資料を収集してきた。現状では日

本のインターネットの発達に重要な役割を果たした WIDE プロジェクトのものが中心となってい

る。 
日本のインターネット発達の過程を評価するこうした資料をまとめ、整理し、できるものに関し

ては公開したいというのが、かねてから研究グループの願いであった。 
 

 

4.1.3. 問題 

 また、年表制作の活動や、資料の分類を通じて考慮されてきたのは、こうした発達の過程の分

析において、事象のおかれた文脈を重視し、流れとして把握することに主眼をおくということで

ある。 
他の歴史の分析もそうであるように、インターネットの発達過程の分析もまた、技術の発達の

単純な記述にとどまらない。インターネットの発達の過程を理解するには、社会の文脈の中で

技術の発展を捉え、現象を点ではなく、その現象と他の事象の関係を有機的に捉える視点が

不可欠である。 
 たとえば 1995 年のユーザー人口の爆発についてみるとき、商用化されたインターネットサー

ビスの普及、Windows 95 の発売開始、WWW の本格的な普及など様々な要素との関連、登

録ドメイン数の変化やインターネット上に流れるトラフィックのパターンの変化などにその関係を

見ることができる。また逆に、WWW の普及は mosaic という画像表示機能を持つ初のウェブブ

ラウザの登場に重きがおかれるが、利用者の増大と、利用者層の質的拡大を伴った。このよう

にある事象の像を正確に結ぶためには、その時期に平行に起きた事象やその時点での様々な

統計資料などを並べて検討することによって、その文脈を理解するという作業と、そしてその後

に起きた現象との関連を考える作業が必要になる。 
 このような有機的に事象の関連と文脈を捉えるという視点から現在のインターネットの歴史に

関する文献を紐解いてみると、そこには個別の事象の記述が主であることに気づく。著者の主

観にもとづく関連が述べられることはあっても、利用者が望むキーワードや事象、時間を軸とし

てデータを切り出し、並べるということはできず、上記のような作業を行うことは難しい。また、イ

ンターネットの発展を技術発達の連続という観点からとらえたものが多く、利用者像や社会・制

度とのかかわりで書かれたものは少なく、社会との関係を意識した上で流れを考えるという形の

事象の理解は困難である。 
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図 4-1 紙媒体による日本のインターネットの発達年表 [河合,2000] 
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4.1.4. 電子図書館に対する要求と設計 

 
 年表および一次資料のインターネット上での公開にあたっては、年表と一次資料の組み合わ

せを電子化して公開することが望まれた。また、その際に 
(1) 柔軟な検索と、様々な結果の表示を可能にし、入力された内容をより応用が可能な

形で保存すること 
(2) データの入力や編集を容易にし、入力から反映/公開までの時間を短縮すること 

の二点を目的とした。 
(1)は、利用者がある事象を指示したとき、関連する一次資料が表示されたり、その事象と関

連する項目を縦に並べたりといった、紙の年表では不可能だった応用を通して、歴史資料の分

析を多様な角度から可能にすることを目的にしている。また、一次資料については、再利用と

幅広い方法での検索が可能であるように、書誌情報の付与と全文検索を可能にすることを目的

とした。(2)は、入力作業が現在は一人がまとめているものを、インターネットを経由して入力でき

ることで複数人での入力や、早い反映を実現することを目的にしている。また、将来的には研究

者のコミュニティによって入力や編集が行えるようにすることも視野に入れている。 
 このような目的にしたがって、インターネット史に関する電子図書館を、3 章で検討したモデル

に従って実装した。本電子図書館は、次のような要素から構成される。 
 
• インターネットの発達の過程で生起した事件や特徴的な事例などの事象見出し 
• 事象の発生年(必要に応じ発生月) 
• その事象に付加される意味タグ 
• それに関連付けられる雑誌／新聞記事・論文・写真・統計資料・インタビュー録など、紙媒

体で収集した一次資料およびその資料に対するメタデータ 
• 関連付けられるインターネット上のインターネット史に関する資料およびその資料に対する

メタデータ 
 
この実現に対して、次のような作業が必要とされた。 
 

・ 紙の資料を電子化すること 
・ それらの資料に検索機能を付すこと 
・ それらの資料にメタデータを付すこと 
・ インターネット上の関係する資料にもメタデータを付すこと 
・ それらの資料と年表の項目の関係を付すこと 
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図 4-2 日本インターネット史電子図書館の設計 

 

設計 
 
3 章で定義したモデルに従った電子図書館の設計は次のようになる（図 4-2も参照。） 
 
(1) Provider: WIDE プロジェクトに関する資料の Provider 

(ア) 紙媒体の資料の電子化を行う 
(イ) 必要に応じて利用者を認証し、保有している資料を公開する 
 

(2) Broker: 日本のインターネット史に関する資料の Broker 
(ア) 電子化され公開された資料に対して全部検索サービスを提供する 
(イ) 資料に対するメタデータを入力・管理する 

メタデータには、当該資料が関係する年表項目を保持する 
(ウ) メタデータに対する検索サービスを提供する 
 

(3) Presenter1: 日本のインターネット史に関する資料の検索 Presenter 
(ア) 資料に対する全文検索を可能にする 
(イ) メタデータから資料を検索できるようにする 
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(4) Presenter2:年表の表示と関連資料の表示を行う年表 Presenter 
(ア) 歴史年表を入力/管理する 
(イ) 歴史年表をデータベースから取得、整形して利用者に表示する 
(ウ) 年表項目に関係する資料を、Broker から取得して利用者に表示する 

 

分類 
 

事象の分類には、以下の 8 つのカテゴリーを用いた。こうすることによって、単純な一次元の

年表ではなく、平行して配置し、比較検討できるようにすることを可能としたものであり、紙媒体

での年表の作成の過程において検討されてきたものである。 
 
• 技術：技術が関係するもの 
• 実証実験：技術の実際の実験に関するもの 
• deployment：技術やサービスの展開や実運用に関するもの 
• 組織：インターネットに関わる組織の生成や発展に関係するもの 
• ユーザー：利用者の質や量・行動に影響を与えるもの 
• サービス：インターネット上のサービスの開始・展開に関わるもの 
• 法制度・政策:政策や法制度に影響をもつもの、変更自体など 
• 国際関係:他国のインターネットやグローバルなインターネット・コミュニティとの関係がある

もの 
 
 こうした意味タグが技術のレベルだけにとどまらず、社会における事象も多く含んでいるのは、

これまで述べてきたようにインターネットの発展のプロセスは、技術の発達のプロセスだけで語

ることはできないからである。技術的な課題から生まれたインターネットは、既に言い古されたよ

うに研究者のコミュニケーションの基盤となり、そしてそれが一般に対して同様に訴求して社会

を支える基盤に成長した。その意味では、インターネットという技術は社会の産物である。技術

が発展するにつれて、社会における様々なエリアに対して、インターネットに関係して事象が生

起してくる。それを集めて比較することを目的として、このような分類とした。 
 
 

4.1.5. まとめ 

 
インターネットの発展の形態は、新しい技術が通常経るものと、どう類似し、どう類似しないの

か。この技術がどういった経緯を経て現在の形にいたったのか、そしてそれは何に多くのところ

を拠っているのか。こうした研究のために、インターネットの発達史に関する一次資料へのアク

セスを提供し、インターネット上の情報も同時にまとめて整理し、利用者に対して提供するため

の電子図書館を構築することは、この分野の研究のための第一歩であり、十分な必要性を見出

せるものである。 
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本章ではその電子図書館に対する要求を整理し、それに基づいて電子図書館を設計した。

本電子図書館は本グループが保有する資料と、インターネット上に分散する資料の双方を対

象に、検索および表示を行う。また年表を年表データから自動的に生成して表示し、関係する

資料を表示する。 
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第5章  
モデルに基づく電子図書館の構築 

本章では、3 章及び 4 章において定義した設計に基づき構築した電子図書館の実装につい

て述べる。 
 

5.1. Provider の実装 
Provider として、RedHatLinux6.2(ja)オペレーティングシステム上で HTTP サーバを構築

した。 

5.1.1. 文書の電子化 

紙媒体の資料の電子化に関しては、ファイルフォーマットには PDF(Portable Document 
Format)形式を採用し、文書ごとに PDF ファイルを生成する形式を採った。各文書 PDF ファ

イルは、ページのイメージを画像として保持し、その上にOCR処理した文字情報を修正せずに

透明な色で重ねるという形式で電子化されている。これによって、利用者はページのイメージを

読み、そして機械的な処理には OCR された文字情報を用いるという利用が可能となった。 
これは、(1)紙媒体の資料を html 形式などに変換するには非常にコストが高く、現実的では

ないこと、(2)スキャナなどによって取り込んだ画像ファイルでは検索を行うことができないこと、

(3)OCR 処理を行ったテキストのみでは図表などが失われるため完全な情報の再現ができず、

また(4)OCR 処理のみでは精度が低く、人手による修正なしでは利用に耐えないことなどを勘

案し、コストとアウトプットの間のバランスを取った結果である。 
OCR の結果を無修正で保存しているため、完全な一致は不可能だが、よく出現するキーワ

ードなどは検索できる確率が高くなる。またテキストの文字は透明で通常見えないようになって

いるため、誤変換があっても可読性は損なわれない。 
今回の実装では、WIDE プロジェクトに関する雑誌記事、WIDE プロジェクトの報告書、

WIDE プロジェクトの関係者が著者、あるいは翻訳者となっているものなど資料 240 点を、この

方法によって電子化した。総ページ数は 1593 枚である。書籍については表紙及び奥付ペー

ジのみ電子化し、雑誌記事、新聞記事に関しては記事全体を電子化した。 
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5.1.2. 保存および公開 

 電子化された資料は、情報提供者によって HTTP サーバを介して利用者または Broker へ

渡される。本実装では、HTTP サーバに Apache1.3.14 を用いた。認証機能は、Apache に付

属する認証機能を用いて実現し、IP アドレスおよびユーザー名による認証が可能になってい

る。 
 

5.2. Broker の実装 
 

Broker システムは、Presenter から HTTP で問い合わせを受け、RDF デ表現されたメタデ

ータを返すシステムである。本実装においては、RedHatLinux6.2(ja)オペレーティングシステ

ム上で、HTTP プロトコルに対しては、php(php hypertext processor)言語を用いた CGI プロ

グラムとして実装を行った。全文検索モジュールには namazu2.0.5 を、メタデータデータベー

スには Postgres7.0.2 を、それぞれ用いている。 
  

5.2.1. 処理の流れ 

実際の処理の流れを以下に示す。また、概要を図 5-1に示した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 5-1 Broker の実装 

①　
検索要求　

⑧
　RDF 
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全文検索DB
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③

④
⑬
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⑥
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1. Brokerは、PresenterからHTTPでクエリーを受け取る。クエリーには、問い合わせ種別と

問い合わせ内容が含まれる。問い合わせ種別はメタデータ検索と全文検索のいずれか、

問い合わせ内容はメタデータ検索の際にはメタデータのフィールド名、と利用者によって入

力された検索キー(テキスト)が、全部検索の場合には検索キーのみが含まれる（①）。 
2. 全文検索の場合には、Broker は namazu が提供する php の全文検索モジュールを用い

て全文検索エンジンに問い合わせを行い、合致する資料の Identifier（URL）を得る。こう

して得られた Identifier をキーに、メタデータデータベースに対して問い合わせを行い、当

該資料のメタデータのセットを得る。複数の情報が該当した場合には、この処理をそれぞれ

の結果に対して行う(②～⑦)。 
3. メタデータ検索の場合には、Broker はフィールド名と検索キーを用いて、メタデータデータ

ベースに問い合わせを行い、合致する資料のメタデータのセットを得る(⑥および⑦)。 
4. こうして得たメタデータをBrokerはRDF表現で動的に記述し、Presenterに対して返す

(⑧)。RDFは外部表現としてXMLを用いるため、実際にはメタデータはXMLで表記され

る。表 5-2に、Presenterに対して返すRDFの例を示した。  
 

5.2.2. メタデータ 

メタデータは Dublin Core Metadata Element Set(DCMES)バージョン 1.1(DC1.1)に準

拠した上で、追加で必要なメタデータを定義した。Dublin Core における Qualifier について

は、付与は必須ではないが、Encoding Schemes を指定することで意味が明確になり、一層可

用性と相互運用性が高まるため、付すことができるものに関しては Encoding Schemes 
Qualifier を付した。Element Refinement Qualifier は付さなかった。メタデータは W3C に

よる RDF 形式で表現される。 
 

本実装において付与したメタデータは次の 23 項目である。定義の詳細については、巻末の

付録に示した。 
 

表 5-1 本実装におけるメタデータの一覧 

タイトル/Title 資料名 
作成者/Creator 資料の作成者名 
主題/Subject 資料の主題 
内容記述/Description 資料の内容に関する記述 
公開者/Publisher 資料の公開者・出版社名など 
寄与者/Contributor 資料に貢献したもの 
日付/Date 資料の公開日 
資源タイプ/Type 資源のタイプ 
形式/Format 資源の形式 
資源識別子/Identifier_URL 資源の URL 
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情報源/Source  
言語/Language 資源の言語 
関係/Relation 資源の他の資源との関係 
対象範囲/Coverage 資源が対象とする範囲 
権利関係/Rights 資源の権利関係 
入力者/entry_person メタデータの入力者 
入力日/entry_date メタデータの入力日 
入力者備考/entry_remarks メタデータ入力の際の備考 
カテゴリ ID/X-CategoryID 資源が関係する年表カテゴリ ID 
カテゴリ名/X-CategoryKeyword 資料の属する年表カテゴリ名 
イベント ID/X-EventID 資料の関係する年表項目 ID 
イベント名/X-EventKeyword 資源の関係する年表項目名 

資源識別子/Identifier_ISBN 
資源が ISBN/ISSN など URL 以外の 
識別子を持つ場合の識別子 
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表 5-2 Broker から Presenter に渡されるメタデータの例 

  <?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?>  

-<rdf:RDF 

xmlns:rdf="http://www.w3.org/1999/02/22-rdf-syntax-ns#" 

xmlns:dc="http://purl.org/dc/elements/1.1/" 

xmlns:dcq="http://purl.org/dc/qualifiers/1.0/">

-<rdf:Description 

about="http://www.sfc.wide.ad.jp/~chika/history/pdf/1/

1-002.pdf">

  <dc:title>Wiring Japan</dc:title>  

  <dc:creator>Bob Johnstone</dc:creator>  

  <dc:subject />  

  <dc:description>In the first of an exclusive two-part 

series, Bob Johnstone reports from Tokyo on the 

bitter culture clash that has reduced Japan to a 

third-rate power in networking.</dc:description>  

  <dc:publisher>WIRED</dc:publisher>  

  <dc:contributor>Jun Murai</dc:contributor>  

  <dc:date dateType="available" dateScheme="W3C-DTF" />  

  <dc:type>text</dc:type>  

 <dc:format 

formatScheme="IMT">application/pdf</dc:format>  

 <dc:identifier 

identifierScheme="URI">http://www.sfc.wide.ad.jp/~c

hika/history/pdf/1/1-002.pdf</dc:identifier>  

  <dc:source />  

<dc:language 

languageScheme="RFC1766">en</dc:language>  

  <dc:relation />  

  <dc:coverage />  

  <dc:rights>2</dc:rights>  

  <entry-person>江木啓訓</entry-person>  

  <entry-date>2001-01-15</entry-date>  

  <entry-remarks />  

  <x-categorykeyword categoryid="2,8">運用 

</x-categorykeyword>  

  <x-eventkeyword eventid="" />  

  </rdf:Description>

  </rdf:RDF>
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5.2.3. 全文検索モジュール 

 
本実装では、全文検索エンジンは次のような手順で検索サービスを提供する。 
 
1. 検索対象収集プログラムはメタデータデータベースに対して、保有している資料の URL の

リストを定期的に要求し、Identifier のリストを得てファイルに保存する（⑨および⑩）。 
2. 収集ロボット(httpdown)は保存したファイルを参照して Provider や各種インターネット上

に存在する資料を自動的に巡回して収集し、保存する（⑪および⑫）。 
3. インデクサ(mknmz)はhttpdownによって収集されたファイルに対して、単語間の区切りを

行い、各単語がどのファイルに含まれるかという検索用データベースを作成する。PDF な

ど、ファイルがテキストでない場合には、検索を行う前段階としてテキストへ変換する（⑬）。 
4. 検索エンジン(namazu)は問い合わせに対して検索用データベースを用いて検索し、一致

したものの URL を返す（③および④）。 
 

5.3. Presenter の実装 
 
 Presenter は、Broker に対して問い合わせを行って得た情報と、自らが保有する表示のため

の情報をあわせ、利用者に対して表示する機能である。本実装における Presenter は、ユーザ

インタフェースとして WWW を採用する。プログラミング言語として php を選択し、

RedHatLinux6.2(ja)オペレーティングシステム上に実装した。 
 
本実装では、Presenter は二つ存在する。インターネット史に関する資料の検索サービスを

提供する検索 Presenter と、年表を提供し、それに関連するインターネット史に関する資料を

提供する年表 Presenter の二つである。この二つの Presenter はそれぞれ利用者に対して次

の機能を提供する。 
検索 Presenter 

1. インターネット史に関する資料に対するメタデータ検索 
2. インターネット史に関する資料に対する全文検索 

 年表 Presenter 
1. インターネット史年表の提供および、年表項目に関連する資料の表示 
2. 年表項目の検索 
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利用者

検索Presenter

フォーム
要求

フォーム
HTML

検索
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検索結果
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検索
要求

整形情報

検索Presenter

Broker

RDF形式の
メタデータ

① ② ③

⑤

⑥

⑦

⑧

④

図 5-2 検索 Presenter 

 検索Presenterにおける処理の流れを次に示す。利用者は WWWクライアントを用いて検索

フォームを呼び出し、検索リクエストを送る(①から③)。Presenter は HTTP プロトコルを介して

Broker へ対して検索要求を行い、Broker から RDF で表現された書誌に対するメタデータを

受け取る(④および⑤)。検索要求は検索種別(メタデータか全文検索か)と検索内容（メタデータ

検索であればメタデータ項目名と検索キーワード、全文検索であれば検索キーワード）からな

る。Presenter は受け取った RDF ファイルを、自らの持つ整形情報ファイルに従って HTML
に整形し（⑥および⑦）、利用者の www クライアントに対して表示する（⑧）。整形情報は

HTML のテンプレートとして記述されている。 
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利用

  
 年表 Presenter は、利用者の要求に応じて年表データベースから年表項目を取得する。年

表項目には 
・ 年表項目 ID 
・ 年表項目名 
・ 属するカテゴリ 
・ 発生年 
・ 項目の説明事項 

の 5 点が含まれる。年表 Presenter は整形情報ファイルを参照し、年表 DB から受け取った情

報と、Broker から受け取った情報をあわせ、年表を利用者の WWW クライアントに対して表示

する(①～⑥)。 
関連する資料を表示する際には、利用者が特定の年表項目をクリックすることによって年表

項目 ID を Presenter に渡し、Presenter は年表項目 ID を用いて、Broker へ HTTP 経由で

メタデータ検索要求を送る。Broker はメタデータ検索要求に応じて、X-EventID フィールドの

検索を行い、関連する資料のメタデータを RDF 形式で返す。（⑦～⑨）Presenter は受け取っ

た RDF ファイルを整形し、利用者に返す(⑩)。 
 

 

 

 

 

図 5-3 年表 Presenter の実装 
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図 5-4 年表 Presenter の表示例 
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第6章 評価 

  
本章では、ここで構築した電子図書館環境の評価を、3 章および 4 章における要求に従い行

う。３章において述べたように、本論文では電子図書館を 3 つの機能に分離し、連携させて機

能させるモデルを提案し、それぞれが(1)資料の電子化および保存・公開(2)情報資源の探索

と収集および検索機能の提供(3)利用者への提供のそれぞれ 3 つの機能を実現するという設

計をあたえた。 
 まず、これらの要素に対して本実装がどのように応えることができたか検討し、次に、本研究

における電子図書館モデルに基づいた電子図書館に関して総合的な評価と考察を行う。 
 

6.1.1. Provider 

 
システムへの要求事項 
 

・ 資料の電子化 
・ 公開 
・ 認証 

 
WIDE プロジェクトに関係する資料を 1596 枚、合計 240 点電子化し、公開した。また認証機

能も実現し、提供する資料の配布先を限定することを可能とした。 
 

6.1.2. Broker 

 
システムへの要求事項 
 

・ インターネット上への資源に対するメタデータの付与 
・ すべての資料に対する透過的な検索 
・ 相互運用性 

 
インターネット上の資源へのメタデータの付与 
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共通に決めた情報を持たせ、そしてその情報を電子図書館がつけるというように役割を分担

することで、より多くのインターネット上に存在している資源を電子図書館の対象として扱うこと

ができるようになった。これによって、インターネット上の各種の情報提供サービスを、メタデータ

と資料の双方を持っていなくても、電子図書館の部分として位置づけることができ、その資料を

電子図書館から扱うことができるようになった。 
 

透過的な検索 
 

インターネット上の資料も、自館 Provider が保有する資料も、同時に全文検索を行うことが

可能となった。またメタデータも、自館の Provider が保有するものはすべて、またインターネット

史に関するインターネット上に存在する資料に関しても、これまで収集してきたものに関してはメ

タデータを付して検索することができるようになった。 
 このようにすることによって、自館が保有する資料のみでなく、インターネット史に関する資

料を提供することができるようになった。 
 

相互運用性 
 

付与するメタデータを DC1.1 準拠にすることによって、 Semantic Interoperability(意味

論的相互運用性)を確保できた。他と同じデータ項目で検索することが可能になり、独自のアト

リビュートを定義するよりも、メタデータの可用性と検索可能性が高まった。また今回の実装にお

いては他の主体による Presenter が本電子図書館の Broker を利用する例は示されていない

が、メタデータの返戻に際して RDF 表現を用いており、こうした利用に対しても十分に対応でき

る。 
今回独自のメタデータとしてとして、年表 Presenter および検索 Presenter にのみ利用され

うるメタデータを付したが、これは標準では定義されていない部分である。今回のインターネット

史に関する電子図書館という要求から定義されたものであるが、主要な部分を Dublin Core を

用い、独自の拡張を施すという方法で、標準に準拠しながらも柔軟に要求に対応することがで

きた。 
 
標準に準拠した実装を行うことで、様々な電子図書館の運用者が Presenterを構築し、本実

装の Broker 部分だけを利用するといったケースに対応できるようになった。たとえば本実装で

は、Presenter を二つ実装している。これらは相互に独立しており、それぞれが Broker に対し

て独自に要求を行っている。Broker は両者にあわせた特別な実装はしておらず、Broker から

見れば検索要求に対して検索結果を返す相手としてどちらも同じに見える。こうすることによっ

て、応用性の高い Broker の構築を実現した。 
 

6.1.3. Presenter 

  
システムへの要求事項 
 

50 



・ 標準に基づいた構築の容易さ 
・ 情報の検索と参照 
・ 利便性と閲覧性 

 
本実装では、Broker に対して検索要求を行う検索 Presenter と、年表情報を用いて実現し

た年表 Presenter の両者から実現した。本実装では、Presenter が二つ存在している。 
またメタデータ返戻の際の形式を RDF にすることによって、Presenter の構築が容易になっ

た。RDF は外部表現として XML を用いているため、Presenter は XML をパースし、その内

容を解釈する。XML を処理する処理系は現在多く用意されてきており、そうしたものを応用す

ることによって容易に Presenter を構築することができるため、可用性は高い。また RDF はメタ

データ記述のための W3C による標準であるため、幅広い利用に対して対応することができるよ

うになった。 
実際に利用者に対して機能を提供する二つのPresenterは、それぞれ利用者に対して簡便

なインターフェースを提供した。検索 Presenter はメタデータによる検索を可能とすることによっ

て、利用者が求めるものが明確な場合には、その検索を容易にすることに成功した。また、全文

検索機能を提供することによって、これまでの図書館では不可能だった、内容に対する検索を

可能にすることに成功した。 
また、利用者が求めるものがまだ具体的でない場合、たとえばある事象に対して興味がある

が関連する資料まで求めるものを明確にできていないような場合に、年表からの資料の検索を

可能とすることによって、利用者の情報の発見を支援することに成功した。年表データベース

は、Presenter の持つ整形情報として保存され、情報を検索する際のキーとして利用される。こ

のような、一般的な検索と返戻ではない形の情報サービスも、このモデルを用いて実装すること

が可能であることが示された。 
閲覧結果は Broker に依存せず、Presenter によって加工され、整形されて表示される。こ

れによって、利用者が自分の好みのプレゼンテーションで同じ検索内容を提供する Presenter
を選択する、といったことが可能になった。 
 

6.2. 考察 
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図 6-1 本実装により提供された電子図書館のイメージ(4 章より再掲) 

6.2.1. 連携する電子図書館モデルに対する検討 

 このモデルに基づかなければ、今回実装したインターネット史に関する電子図書館は、より利

用性の低いものになっていたことは疑い得ない。資料を WWW サーバによって提供し、関連す

る資料にコメントを付したリンク集、年表の提示、年表からの各資料へのリンク、といった一般的

な web サイトの提供を、独自の様式に基づいて行うということにとどまっていただろう。 
 このモデルに基づき、標準に従ってメタデータを付し、自ら所有する資料とインターネット上の

資料を双方区別せずに扱うことによって、幅広い応用が可能になり、また高い検索性が実現で

きることとなった。 
図 6-1 に今回実現したインターネット史に関する図書館の概要を 4 章より再掲する。図を参

照すれば理解できるように、Provider はインターネット史に関する資料の中でも、WIDE プロジ

ェクトに関するものを電子化し、そして提供するという機能を果たしているが、その他の資料に

関しては提供していない。インターネット上に存在する資料は、その資料への参照として

Broker へ入力し、その複製を Provider は持っていない。こうすることによって、WIDE プロジ

ェクトに参加し研究を行っている筆者のグループは、同プロジェクトの資料の提供を行うという、

最も必要とされる機能の提供だけを行うということに専念できる。既存の図書館は、資料の複製

を集めてある程度の幅を持って資料を提供することが、利便性の理由から求められたが、この

モデルにおいて、WIDE プロジェクトに関する資料 Provider を構築することだけに、要求を限

定することができた。 
 Broker は、こうして WIDE プロジェクト関係資料 Provider から提供される情報と、これまで

収集してきたインターネット上のインターネット史に関する情報の双方をあわせて「インターネッ
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ト史に関する資料 Broker」として機能する。本実装では Broker は資料に関するメタデータの

みを保有し、資料そのものはインターネット上へのリンクとして提供している。これによって

Provider が持つ情報もインターネット上に存在する情報も共に分け隔てることなく検索すること

が可能となり、本電子図書館は扱う内容を WIDE プロジェクトのみに限定せず、日本のインタ

ーネット史を対象にすることができるようになった。  
Presenter は年表を利用者に提供し、関連する資料を Broker から取得して表示するだけで

よい。年表は「情報を表示するための情報」と位置づけられて利用される。利用者に対して実際

に機能やインターフェースを提供するのは Presenter の部分だが、このように機能別に分けて

切り出すことによって、新しい機能の追加を、Broker 部に変更を加えることなく自由に行うこと

ができる環境を実現した。Broker から情報を取り出して表示する方法は無数に考えられるが、

そうした機能を、標準に従ってだれでも自由に構築することができるため Broker に対して入力

された情報の高い再利用性を実現することができた。 
 また、このように相互の運用が容易な部分ごとに分けることによって、小規模な電子図書館を

用意し、相互の連携をさせることが可能となった。 
今回の実装において利用したソフトウェアはすべてフリーウェアとして公開されているもので

あり、一切商用のものを利用していない。そのため、ハードウェアへの投資は必要であるもの

の、システム構築に多大な投資を必要としない点も、今回の実装の特徴であり、利点であるとい

うことができる。 
 

6.2.2. まとめ 

 
従来の図書館は情報の発見と入手、情報の提示などを一つの館においてすべて提供してき

たが、インターネット上の資源を対象にし、インターネット上に図書館が移る電子図書館は、そう

した要求から自由である。 
このモデルによって、機能を分離して提供する電子図書館の形も可能になった。つまり、情

報の発見の支援のみを行う電子図書館が存在し、情報そのものはインターネット上の他の電子

図書館や、WWW サーバに存在する、といった電子図書館のあり方や、情報の提供のみを行う

電子図書館などが分散して存在し、それらが相互に連携しながら利用者に対して情報の発見

の支援と情報の提供という電子図書館の二つの機能を提供する、というあり方がこのモデルに

よって可能であることが示された。 
また、今回の実装によって、そうした電子図書館が実際に実現可能であり、有効であることが

示された。実装の各部分は標準に基づいた技術によって構築され、実装されており、一般的な

方法によって問い合わせされ、標準化された様式によって検索結果を返すことができる。 
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第7章 結論 

本章では、本論文がこれまで述べてきた研究を総括し、その成果をまとめる。また同時に、今後

の課題についても明らかにする。 
 

7.1. 本研究の成果 
 
 本研究は、電子図書館の新たなモデルが、これまでの電子図書館の枠組みを超えて膨張す

るインターネット上の情報に対して必要とされていることを指摘し、電子図書館を Provider, 
Broker, Presenter の 3 つの機能に分離し連携させる図書館モデルを提案した。 

またそのモデルを実際に実現できることを示すために、インターネットの発達の歴史というテ

ーマを扱う電子図書館を構築した。この実装を通じて、本研究の提案する電子図書館モデル

は、インターネット上に存在する資源に対しても透過的な情報発見を支援し、また相互運用性

の観点からも有効であることが示された。 
本研究は、本研究のモデルを用いることで、小規模な情報提供サービスが、インターネット上

の資料と共に統合されて電子図書館として機能し、そして利用者に対して様々な形で情報を提

供していくことができることを、実際の構築例を通して示した。特定分野に限定された電子図書

館も、このモデルに基づくことでより有効にその資料を提供し、活用させていくことができるよう

になった。 
 

7.2. これからの課題 
 
 本研究は、図書館は利用者の情報の発見と情報の入手を支援するために存在していると位

置づけている。その視点に照らして、現在不足している視点を補うためにモデルを提案し、そし

てそのモデルが実現可能であることを示した。 
電子図書館が相互に連携しつつ利用者の情報発見を支援するというこのモデルがより一層

役立つものになるためには、今後、このモデルに従った電子図書館や、電子図書館の部分的

機能が実現されていく必要がある。本実装においては日本のインターネット史に関する電子図

書館として 3 つの機能を実装したが、今後こうしたデータの応用例を自ら作り出しながら、より可

用性を高めるためにこのモデルに基づいた電子図書館を数多く生み出していくこと必要であ

る。 
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大学や研究機関、あるいは特定の分野に興味のある個人などが、これまでも情報を発信し、

あるいはリンク集などで情報に関する情報を提供してきた。またすでに公開すべき資料を保有

し、インターネットを用いてこれから情報を公開していこうという主体や、収集し日ごろ便利に思

っている資料を紹介したいと思っている主体も多いだろう。このモデルは、標準に基づいて定義

され、構築されているため、従うのは難しくない。主体によっては、全く変更のいらない部分もあ

るだろう。 
そうした情報発信主体の努力がより有効に活用され、利用者の役に立つために、ゆるやかに

連携した電子図書館が、これから増えていくことが望まれる。 
また、今回構築した電子図書館は、一般の利用に対して公開されている。 

(http://hist-presenter.sfc.wide.ad.jp/がプレゼンタ―の URL である。 
また http://hist-broker.sfc.wide.ad.jp/が Broker の HTTP によるアクセス先であり、 
Provider は http://hist-provider.sfc.wide.ad.jp/である)。今後この電子図書館の運用を通じ

て、経験を蓄積し、モデル及び実装にフィードバックしていくことが求められるだろう。 
 

7.3. 本研究の応用 
 
 今回の実装はパッケージ化して公開することを予定しており、作業が進められている。今回の

実装例はあくまで電子図書館モデルの一実現例であり、この設計に基づいた電子図書館には

無数の形態がありうるが、実際に提供している例と、その実装コードを公開することによって、こ

のモデルに基づいた電子図書館の構築が低コストで可能になるだろう。今後、このモデルに基

づいた電子図書館を増やしていくことができれば、より利用者に対して利便性が高いさまざまな

サービスが可能になるだろう。 
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付録 

 
1. 本実装において利用したメタデータの 23 属性 
 
<Dublin Core に基づくもの> 
タイトル        Title   記事名・写真名・報告書名などタイトル 
 
作成者          Creator 著者・撮影者など作成した人 
 
主題およびキーワード     
                Subject 情報資源の内容のトピックやキーワードなど 
 
内容記述        Description      
                        情報資源の内容の記述。 
                        目次やアブストラクトなど 
 
公開者（出版者）Publisher 
                        出版社名 
 
寄与者          Contributor      
                        情報資源の内容への寄与したもので、作成者以外のもの 
 
日付            Date    発行日 
 
資源タイプ      Type    情報資源の内容の性質もしくはジャンル。 
                        以下の Type 1 Vocabulary に基づく。 
 
形式            Format  物理的表現形式ないしデジタル形式での表現形式。 
                        Internet Media Type を用いる。 
 
資源識別子   IdentifierURL    資源の URL 

IdentifierISBN  ISBN/ISSN 
 
情報源（出処）  Source  現在の情報資源が作り出される源になった情報資源の URI  
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言語        Language              
                        当該情報資源の内容の言語。RFC1766 に準拠する。 
 
関係         Relation   関連情報資源への参照。 
                        リファレンス先がある場合には URL 
 
対象範囲（空間的・時間的） Coverage         
                        情報資源の内容が表す範囲あるいは領域。 
 
権利管理        Rights  情報資源に含まれる，ないしは関わる権利に関する情報。 
 
                                1) Public  
                                2) Public, but needs authorization 
                                3) Closed 
 

----------------------------------------------------------------------------- 
 
<管理用データ> 
 
入力者          entry_person     
入力日          entry_date 
入力者備考      entry_remarks 
 

----------------------------------------------------------------------------- 
 
<拡張フィールド> 
 
カテゴリ ID      X-CategoryID    その情報に関係する年表のカテゴリ ID:複数可 
 
        ID はそれぞれ、   
        1:技術 
        2:運用 
        3:Deployment 
        4:組織 
        5:イベント 
        6:サービス 
        7:法制度・政策 
        8:国際関係 
 
カテゴリ名      X-CategoryKeyword その情報に関係する年表のカテゴリ名:複数可 
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イベント ID      X-EventID       その資料に関係する年表のイベント ID：複数可 
 
イベント名      X-EventKeyword  その資料に関係する年表のイベント名称：複数可 
         

----------------------------------------------------------------------------- 
 
 
２． Dublin Core Metadata Initiative Type Vocabulary [杉本,2000.9] 
 
Collection 、 Dataset 、 Event 、 Image 、 Interactive Resource 、 Service 、 Software 、

Sound、Text の９語によって定義される。Type 部に用いた。 
 
      1. Collection 
            名前: Collection  
            ラベル: Collection  
            定義: Collection は個々のものの集まりである。 

Collection という語は対象情報資源がグループとして記述されることを意

味 
し、Collection の要素は個別に記述されかつそこに到達可能である。 

 
      2. Dataset 
            名前: Dataset  
            ラベル: Dataset  
            定義: Dataset はなんらかの定義された構造 
                 （たとえば、リスト、テーブル、データベース）にコード化された情報であり、 
                 コンピュータによる直接の処理を目的としたものである。 
 
      3. Event 
            名前: Event  
            ラベル: Event  
            定義: Event は非永続的で、かつ時間に依存して生じるものである。Event に対

するメタデータは目的、場所、期間、責任を持つエージェント、 ならびに

関連する Event や情報資源の発見の基礎となる記述的な情報を与えるも

のである。Event タイプのリソースは記述の対象となったものの有効期限

が過ぎていたり、あるいはまだ実際に起きていない場合には、検索不可能

であることも有得る。たとえば、展示会、Web 上での放送、会議、

open-day、パフォーマンス、戦闘、裁判、婚礼、お茶会、火災などが例で

ある。 
 
 
      4. Image 
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            名前: Image  
            ラベル: Image  
            定義: Image はテキスト以外の形式で表される基本的にシンボリックな視覚的表

現である。たとえば、物理的な物体のイメージや写真、絵画、版画、図、そ

の他のイメージやグラフィックス、アニメーションや動画、フィルム、図式、

地図、楽譜などである。Image には電子的なものも物理的なものも含まれ

ることに注意。 
 
      5. Interactive Resource 
            名前: InteractiveResource 
            ラベル: Interactive Resource  
            定義: Interactive Resource は、その内容を理解するため、実行するため、また

利用してみるために利用者との対話（利用者による操作）を必要とするも

のである。たとえば、Web ページの中の form、applet、マルチメディアで

作成された学習用の資料、チャットサービス、仮想現実などである。 
 
      6. Service 
            名前: Service  
            ラベル: Service  
            定義: Service はエンドユーザに対して何らかの価値を提供するシステムであ

る。たとえば、コピーサービス、バンキングサービス、証明サービス、図書

館間相互貸借（ILL）、Z39.50 や Web サーバなどである。 
 
      7. Software 
            名前: Software  
            ラベル: Software  
            定義: Software は別のマシンにインストールして利用するために用意された 
                 ソースプログラムあるいはコンパイルされたプログラムを意味する。 
                 対話環境を作り出すためにのみ用いられるソフトウェアについては、 
                Software の代わりに Interactive Resource を用いる。 
 
      8. Sound 
            名前: Sound  
            ラベル: Sound  
            定義: Sound は、その内容が音響・音声として再生されることを第 1 の目的と 
                 して作られた情報資源である。たとえば、音楽再生用のファイル形式、 
                 オーディオ・コンパクトディスク、録音されたスピーチや音などである。 
 
      9. Text 
            名前: Text  
            ラベル: Text  
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            定義: Text は、その内容を読むために用意された語（の並び）である資源であ

る。たとえば、本、手紙、学位論文、詩、新聞、記事、メーリングリストのア

ーカイブなどである。テキストのファクシミリやイメージはテキストとして扱

う。 
 
３．実装に用いたソフトウェア一覧 
 
common 
        Apache 1.3.14 
                http://www.apache.org/ 
        PostgreSQL 7.0.2 
                http://www.postgresql.org/ 
        PHP 4.0.4 
                http://www.php.net/ 
        PHP4 "namazu" module(PHP) 
        PHP4 "jstring" module(PHP) 
                ftp://night.fminn.nagano.nagano.jp/php4/ 
 
  日本語文字列処理モジュール 
 
Broker 
        Namazu 2.0.5 
        Search::Namazu(Perl) 
                http://www.namazu.org/ 
        httpdown 3.13 

               
http://www.mechatronics.mech.tohoku.ac.jp/~kumagai/ 
bins/kuma/httpdown30.html 

        DBI 1.14(Perl) 
                http://www.symbolstone.org/technology/perl/DBI/ 
        DBD::Pg 0.95(Perl) 
                http://my.bawue.de/~mergl/mergl_DBD-Pg.html 
        Net::Z3950::SimpleServer 
                http://www.indexdata.dk/simpleserver/ 
 
Presenter 
        PRAX (PHP RAX library)(PHP) 
                http://www.oreillynet.com/~rael/data/xml/rax/ 
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